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名張市地域防災計画・水防計画 新旧対照表 

章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

表紙 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 
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章・節 頁 現計画（改定作業用） 修正案 理由 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第１章 

第２節 

 

４ 

第１章 総 則 

第２節 防災関係機関の責務と業務の大綱（共通） 

第２項 処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 市 

 （１）市防災会議及び市災害対策本部に関する事務 

 （２）防災対策の組織の整備 

 （３）防災施設の整備 

 （４）防災行政無線の整備と運用 

 （５）防災に必要な資機材の備蓄と整備 

 （６）防災のための知識の普及、教育及び訓練 

 （７）消防団及び自主防災組織等の育成及び強化 

 （８）災害に関する情報の収集、連絡及び被害調査 

 （９）被災者に対する情報の伝達及びその他の住民に対する広報 

 （10）地域住民に対する避難指示等 

 （11）被災者の救助に関する措置 

 （12）ボランティアの受入れに関する措置 

 （13）災害時の防疫その他保健衛生に関する措置 

 （14）被災市営施設の応急対策 

 （15）災害時の文教対策 

 （16）災害時の交通及び輸送の確保 

 （17）その他災害応急対策及び災害復旧の実施 

 （18）災害廃棄物の処理に関する措置 

 （19）管内の公共団体が実施する災害応急対策の調整 

（20）災害防災応急計画の作成指導及び届出の受理 

（21）避難地、避難路、緊急輸送を確保するために必要な道路、

その他防災上整備が必要な事業の実施 

  

第１章 総 則 

第２節 防災関係機関の責務と業務の大綱（共通） 

第２項 処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 市 

 （１）市防災会議及び市災害対策本部に関する事務 

 （２）防災対策の組織の整備 

 （３）防災施設の整備 

 （４）防災行政無線の整備と運用 

 （５）防災に必要な資機材の備蓄と整備 

 （６）防災のための知識の普及、教育及び訓練 

 （７）消防団及び自主防災組織等の育成及び強化 

 （８）災害に関する情報の収集、連絡及び被害調査 

 （９）被災者に対する情報の伝達及びその他の住民に対する広報 

 （10）地域住民に対する避難指示等 

 （11）被災者の救助に関する措置 

 （12）ボランティアの受入れに関する措置 

 （13）災害時の防疫その他保健衛生に関する措置 

 （14）被災市営施設の応急対策 

 （15）災害時の文教対策 

 （16）災害時の交通及び輸送の確保 

 （17）その他災害応急対策及び災害復旧の実施 

 （18）災害廃棄物の処理に関する措置 

 （19）管内の公共団体が実施する災害応急対策の調整 

 

（20）避難地、避難路、緊急輸送を確保するために必要な道路、 

その他防災上整備が必要な事業の実施 

 （21）その他災害発生の防御及び拡大防止のための措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(20)の削除 

県計画との整合 

 

項番号の繰り

下げ 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第１章 

第２節 

 

４ 

２ 県 

 （１）県防災会議及び県災害対策本部に関する事務 

 （２）防災対策の組織の整備 

 （３）防災施設の整備 

 （４）防災行政無線等の通信設備及び防災情報システムの整備と

運用 

 （５）防災に必要な資機材の備蓄と整備 

 （６）防災のための知識の普及、教育及び訓練 

 （７）災害に関する情報の収集、連絡及び被害調査 

 （８）被災者に対する情報の伝達及びその他の県民に対する広報 

 （９）被災者の救助に関する措置 

 （10）ボランティアの受入れに関する措置 

 （11）災害時の防疫その他保健衛生に関する措置 

 （12）被災県営施設の応急対策 

 （13）災害時の文教対策 

 （14）警戒宣言時及び災害時の混乱防止 

 （15）災害時の交通及び輸送の確保 

 （16）自衛隊の災害派遣要請 

 （17）災害復旧の実施 

 （18）災害廃棄物の処理に関する措置 

（19）市町及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事務又

は業務の支援及び総合調整 

 （20）地震防災応急計画の作成指導及び届出等の受理 

 （21）避難地、避難路、緊急輸送を確保するために必要な道路、そ

の他地震防災上整備が必要な事業の実施 

 

 

 

２ 県 

 （１）県防災会議及び県災害対策本部に関する事務 

 （２）防災対策の組織の整備 

 （３）防災施設の整備 

 （４）防災行政無線等の通信設備及び防災情報システムの整備と 

運用 

 （５）防災に必要な資機材の備蓄と整備 

 （６）防災のための知識の普及、教育及び訓練 

 （７）災害に関する情報の収集、連絡及び被害調査 

 （８）被災者に対する情報の伝達及びその他の県民に対する広報 

 （９）被災者の救助に関する措置 

 （10）ボランティアの受入れに関する措置 

 （11）災害時の防疫その他保健衛生に関する措置 

 （12）被災県営施設の応急対策 

 （13）災害時の文教対策 

 （14）南海トラフ地震臨時情報発表時及び災害時の混乱防止 

（15）災害時の交通及び輸送の確保 

 （16）自衛隊の災害派遣要請 

 （17）災害復旧の実施 

 （18）災害廃棄物の処理に関する措置 

（19）市町及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事務又は

業務の支援及び総合調整 

 

（20）避難地、避難路、緊急輸送を確保するために必要な道路、そ

の他地震防災上整備が必要な事業の実施 

 

 

県計画との整

合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警戒宣言の廃

止に伴う修正 

 

 

 

 

(20)の削除 

 

項番号の繰り

下げ 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第１章 

第２節 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 

３ 指定地方行政機関 

 （１）中部管区警察局 

   ア 管区内各警察の災害警備活動の指導・調整 

   イ 他管区警察局及び管区内防災関係機関との連携 

   ウ 管区内各警察の相互援助の調整 

   エ 警察通信施設の整備及び防護並びに警察通信統制 

   オ 情報の収集及び連絡 

   カ 津波警報等の伝達 

  

（11）東京管区気象台（津地方気象台） 

ア 南海トラフ地震に関連する情報の通報並びに周知 

  イ 気象庁本庁が行う津波予報警報等の県への通知 

  ウ 地震、津波に関する観測及びその成果の収集並びに情報の

発表 

  エ 気象庁が発表する緊急地震速報について、緊急地震速報の

利用の心得などの周知・広報 

 

 

 

（14）中部地方整備局及び近畿地方整備局 

   ア 災害予防 

    （ク）河川管理者の水防への協力事項及び道路啓開（く

しの歯作戦）・航路啓開（くまで作戦）に関する計

画等の情報共有 

 

 

 

 

３ 指定地方行政機関 

 （１）中部管区警察局 

   ア 管区内各警察の災害警備活動の指導・調整 

   イ 他管区警察局及び管区内防災関係機関との連携 

   ウ 管区内各警察の相互援助の調整 

   エ 警察通信施設の整備及び防護並びに警察通信統制 

   オ 情報の収集及び連絡 

    

  

（11）東京管区気象台（津地方気象台） 

  ア  気象、地象、地動、及び水象の観測並びにその成果の収集

及び発表  

イ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地

震動に限る）及び水象の予報並びに警報等の防災気象情報

の発表、伝達及び解説  

ウ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備 

エ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言  

オ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発 

 

（14）中部地方整備局及び近畿地方整備局 

   ア 災害予防 

    （ク）河川管理者の水防への協力事項及び道路啓開（くし

の歯作戦）・航路啓開（くまで作戦）・排水計画（チ

ュウブハイドロポンプ作戦）に関する計画等の情報共

有 

 

 

 

 

 

 

 

県計画との整合 

 

 

 

 

県計画との整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

県計画との整合 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第１章 

第２節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 指定公共機関 

 （１）西日本電信電話株式会社三重支店 

ア 災害発生に際して、電気通信設備運営の万全と総合的な

通信設備の応急復旧計画の確立及び早急な災害復旧措置

の遂行 

   （ア）電気通信設備の災害情報の収集、情報連絡の措置 

   （イ）非常時における通信電話回線の規制措置又は臨時回線

の作成及び被災地の復旧救護等のための回線疎通措置 

   （ウ）被災通信回線の復旧順位に基づき、要員、資材、輸送方

法等の確保及び通信設備の早急な災害復旧措置 

   イ 警戒宣言、南海トラフ地震臨時情報等の正確、迅速な収

集、連絡 

   ウ 警戒宣言、南海トラフ地震臨時情報等が発せられた場合

及び災害応急措置に必要な通信に対する通信設備の優先

利用の供与 

エ 地震防災応急対策に必要な公衆通信施設の整備 

  

（２）株式会社ＮＴＴドコモ東海支社 

ア 警戒宣言、南海トラフ地震臨時情報等の性格、迅速な収

集、連絡 

   イ 南海トラフ地震臨時情報等が発せられた場合及び災害応

急措置に必要な通信に対する通信設備の優先利用の供与 

   ウ 地震防災応急対策に必要な公衆通信施設の整備 

エ 災害発生に際して、電気通信設備運営の万全と総合的な

通信設備の応急復旧計画の確立並びに早急な災害復旧措

置の遂行 

（ア）電気通信設備の災害情報の収集、情報連絡の措置 

   （イ）非常時における通信電話回線の規制措置又は臨時回線

５ 指定公共機関 

 （１）西日本電信電話株式会社三重支店 

ア 南海トラフ地震臨時情報を始めとした防災情報の正確、

迅速な収集、連絡 

イ 南海トラフ地震臨時情報等が発せられた場合及び災害応

急措置に必要な通信に対する通信設備の優先利用の供与 

ウ 災害発生に際して、電気通信設備運営の万全と総合的な

通信設備の応急復 旧計画の確立並びに早急な災害復旧措置

の遂行  

（ア） 電気通信設備の災害情報の収集、情報連絡の措置  

（イ） 非常時における通信電話回線の規制措置又は臨時回線

の作成及び被災 地の復旧救護等のための回線疎通措置  

（ウ） 被災通信回線の復旧順位に基づき、要員、資材、輸送

方法等の確保及 び通信設備の早急な災害復旧措置 

  

 

（２）株式会社ＮＴＴドコモ東海支社 

ア 南海トラフ地震臨時情報を始めとした防災情報の正確、迅速な収

集、連絡 

イ  南海トラフ地震臨時情報等が発せられた場合及び災害応急措

置に必要な通信に対する通信設備の優先利用の供与  

ウ  災害発生に際して、移動通信設備運営の万全と総合的な通信

設備の応急復 旧計画の確立並びに早急な災害復旧措置の遂行 

エ 移動通信設備の災害情報の収集、情報連絡の措置 

オ 非常時における携帯電話通信回線の規制措置及び被災地の復

旧救護等のための回線疎通措置 

カ 被災通信回線の復旧順位に基づき、要員、資材、輸送方法の確

 

県計画との整合 

 

警戒宣言の廃止

に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県計画との整合 

警戒宣言の廃止

に伴う修正 

誤記の修正 
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第１章 

第２節 

 

 

 

 

 

９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 

の作成及び被災地の復旧救護等のための回線疎通措置 

   （ウ）被災通信回線の復旧順位に基づき、要員、資材、輸送方

法等の確保及び通信設備の早急な災害普及措置 

     

（３）ＫＤＤＩ株式会社中部総支社 

  ア 警戒宣言、南海トラフ地震臨時情報等の正確、迅速な収

集、連絡 

イ 電気通信設備に関わる災害情報の収集、連絡の措置 

   

（４）ソフトバンク株式会社 

  ア 警戒宣言、南海トラフ地震臨時情報等の正確、迅速な収集、

連絡 

イ 電気通信設備に関わる災害情報の収集、連絡の措置 

ウ 非常時における通信の確保と利用制限の措置及び被災地に

おける復旧救護等のための臨時通信回線の設定 

エ 被災通信設備の早急な災害復旧措置 

 

（５）日本銀行名古屋支店 

   災害発生時等においては、関係行政機関と密接な連携を図り 

つつ、次の処置を講じる。 

   

 

  

 

保及び移動 通信設備の早急な災害復旧措置 

  

 

 

（３）ＫＤＤＩ株式会社中部総支社 

   ア 南海トラフ地震臨時情報を始めとした防災情報等の正

確、迅速な収集、連絡 

イ 電気通信設備に関わる災害情報の収集、連絡の措置 

   

（４）ソフトバンク株式会社 

   ア 南海トラフ地震臨時情報を始めとした防災情報等の正確、

迅速な収集、連絡 

イ 電気通信設備に関わる災害情報の収集、連絡の措置 

ウ 非常時における通信の確保と利用制限の措置及び被災地

における復旧救護等のための臨時通信回線の設定 

エ 被災通信設備の早急な災害復旧措置 

 

（５）楽天モバイル株式会社 

ア 南海トラフ地震臨時情報を始めとした防災情報の正確、迅

速な収集、連絡 

イ 電気通信設備に関わる災害情報の収集、連絡の措置  

ウ 非常時における通信の確保と利用制限の措置及び被災地

における復旧救護 等のための臨時通信回線の設定  

エ  被災通信設備の早急な災害復旧措置 

 

（６）日本銀行名古屋支店 

    災害発生時等においては、関係行政機関と密接な連携を図

りつつ、次の処置を講じる。 

   

 

 

 

 

 

県計画との整合 

警戒宣言の廃止

に伴う修正 

 

 

 

 

県計画との整合 

警戒宣言の廃止

に伴う修正 

 

 

県計画との整合 

楽天モバイル株

式会社の新規記

載 

 

 

項目番号の繰り

下げ 

以下同様 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第１章 

第２節 

 

10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）日本赤十字社三重県支部 

  ア 警戒宣言等の発令に伴う医療救護の派遣準備 

イ 災害時における医療、助産及びその他の救助 

  ウ 救助物資の配分 

エ 災害時の血液製剤の供給 

  オ 義援金の受付及び配分 

  カ その他災害救護に必要な業務 

 

（７）日本放送協会津放送局 

  ウ 警戒宣言、南海トラフ地震臨時情報等の放送による社会的

混乱防止のための県民への周知 

 

 

（８）中日本高速道路株式会社 

   ア 東名阪自動車道、伊勢自動車道、伊勢湾岸自動車

道、紀勢自動車道、新名神高速道路及び東海環状自動

車道の維持、修繕又はその他の管理並びに災害復旧の

実施 

 

（９）独立行政法人水資源機構 

  ア 警戒宣言発令時における警戒本部の設置並びに地震防災、

応急対策 

の推進 

イ 水資源開発施設等（ダム、調整池等）の機能の維持並びに

これらの施設の災害復旧の実施 

（７）日本赤十字社三重県支部 

  ア 南海トラフ地震臨時情報等の発表に伴う医療救護の派遣準  

    備 

イ 災害時における医療、助産及びその他の救助 

  ウ 救助物資の配分 

エ 災害時の血液製剤の供給 

  オ 義援金の受付及び配分 

  カ その他災害救護に必要な業務 

 

（８）日本放送協会津放送局 

ウ 南海トラフ地震臨時情報等の放送による社会的混乱防止の

ための県民への周知 

 

（９）中日本高速道路株式会社 

   ア 東名阪自動車道、伊勢自動車道、伊勢湾岸自動車

道、紀勢自動車道、新名神高速道路及び東海環状自動

車道の建設、維持、修繕又はその他の管理並びに災害

復旧の実施 

 

（10）独立行政法人水資源機構 

   ア 南海トラフ地震臨時情報等の発表時における警戒本部の

設置並びに地震防災、応急対策の推進 

イ 水資源開発施設等（ダム、調整池等）の機能の維持並びに

これらの施設の災害復旧の実施 

 

 

 

 

県計画との整合 

警戒宣言の廃止

に伴う修正 

 

 

 

 

 

警戒宣言の廃止

に伴う修正 

 

 

県計画との整合 

 

 

 

 

 

警戒宣言の廃止

に伴う修正 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第１章 

第２節 

 

10 

 

 

 

 

 

 

 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 

 

 

 

 

 

（10）東海旅客鉄道株式会社 

  ア 警戒宣言発令時の情報伝達 

イ 災害区間着時の旅客の乗車券類の発売、輸送制限、う回線

区に対する輸送力増強及びバス等による代替輸送並びに併

行会社線との振替輸送等 

ウ 駅舎内及び列車内等の旅客公衆の安全確保、秩序の維持を

図るため、混雑の状況を勘案した関係社員の適宜配置及び

必要により警察の応援を得ての盗難等各種犯罪の防止 

 

（11）西日本旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社 

ア 警戒宣言時の正確、迅速な伝達 

イ 災害により線路が不通となった場合の旅客の連絡他社線へ

の振替輸送手配 

ウ 災害により線路が不通となった場合、旅客及び荷物の輸送

手配並びに不通区間の自動車による代行輸送 

エ 災害被災者救助用寄贈品等に対する運賃の減免 

 

７ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

（１）産業経済団体（農業協同組合、森林組合、漁業協同組合及び

商工会等） 

   災害時の対策指導、被害調査の自主的な実施並びに必要資機

材及び融資あっせんに対する協力 

（２）文化、厚生、社会団体（日赤奉仕団、婦人会、青年団等） 

   被災者の救助活動及び義捐金品の募集等への協力 

 

（11）東海旅客鉄道株式会社 

  ア 南海トラフ地震臨時情報発表時の情報伝達 

イ 災害区間着時の旅客の乗車券類の発売、輸送制限、う回線

区に対する輸送力増強及びバス等による代替輸送並びに併

行会社線との振替輸送等 

ウ 駅舎内及び列車内等の旅客公衆の安全確保、秩序の維持を

図るため、混雑の状況を勘案した関係社員の適宜配置及び

必要により警察の応援を得ての盗難等各種犯罪の防止 

 

（12）西日本旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社 

ア 南海トラフ地震臨時情報発表時の正確、迅速な伝達 

イ 災害により線路が不通となった場合の旅客の連絡他社線へ

の振替輸送手配 

ウ 災害により線路が不通となった場合、旅客及び荷物の輸送

手配並びに不通区間の自動車による代行輸送 

エ 災害被災者救助用寄贈品等に対する運賃の減免 

 

７ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

（１）産業経済団体（農業協同組合、森林組合、漁業協同組合及び

商工会等） 

   災害時の対策指導、被害調査の自主的な実施並びに必要資機

材及び融資あっせんに対する協力 

（２）文化、厚生、社会団体（日赤奉仕団、婦人会、青年団等） 

   被災者の救助活動及び義援金品の募集等への協力 

 

 

 

県計画との整合 

警戒宣言の廃止に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

警戒宣言の廃止に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他の表記と統一 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第１章 

第３節 

 

14 

第３節 市民の責務と事業所の役割（共通） 

第１項 市民の責務 

２ 地域への協力 

   地域の災害が発生した際、消防、警察、自衛隊等の公的機関

による救護活動は、直ちに実行できないことが多い。そのため、

地区のことは地区で人命救助・初期消火等助け合うことが非常

に重要である。特に災害の際は援助することが必要な高齢者等

の要配慮者に対し支援が必要となるため、個人情報の管理に努

めつつ実情を把握し、共に助け合うことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 市民の責務と事業所の役割（共通） 

第１項 市民の責務 

２ 地域への協力 

   大規模な災害が発生した際、消防、警察、自衛隊等の公的機

関による救護活動は、直ちに実行できないことが多い。そのた

め、地区のことは地区で人命救助・初期消火等助け合うことが

非常に重要である。特に災害の際は援助することが必要な高齢

者等の要配慮者に対し支援が必要となるため、個人情報の管理

に努めつつ実情を把握し、共に助け合うことが必要である。 

 

 

 

表記の適正化 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第１章 

第４節 

 

16 

 

 

 

 

 

 

第４節 名張市の特質（共通） 

第１項 位置・地勢 

名張市は、北緯34度37分27秒、東経136度６分40秒の三重県の

西部、上野盆地の南西部に位置し、東西10.6キロメ－トル、南北

13.1キロメ－トル、総面積129.77平方キロメ－トルで、人口約８

万人を擁しており、北部は伊賀市（旧上野市）、東部は伊賀市（旧

青山町）と津市（旧美杉村）に、他の二方は奈良県に接している 

 

第３項 気象の概況 

  

 

第４節 名張市の特質（共通） 

第１項 位置・地勢 

名張市は、北緯34度37分27秒、東経136度６分40秒の三重県の

西部、上野盆地の南西部に位置し、東西10.6キロメ－トル、南北

13.1キロメ－トル、総面積129.77平方キロメ－トルで、人口約７．

４万人を擁しており、北部は伊賀市（旧上野市）、東部は伊賀市

（旧青山町）と津市（旧美杉村）に、他の二方は奈良県に接して

いる 

 

第３項 気象の概況 

 

 

 

 

 

データの更新 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度時点

で名張市消防本

部は気象観測機

能を有しないた

め今後観測デー

タ は 掲 載 し な

い。 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第１章 

第４節 

 

17 

 

 

 

 

 

18 

第４項 防災をめぐる社会的状況 

２ グローバル化の進展 

国境を越えた社会経済活動が拡大するとともに在日・訪日外

国人が増加しているが、特に本市の外国人住民数は約1,000人と

なり、災害発生時の外国人に対する防災対策が重要な課題とな

っている。 

  

 ４ 情報通信技術の発達 

情報通信技術の発達により、従来のテレビやラジオ、固定電

話等に加え、コンピュータや携帯電話、インターネットなどの

情報通信ネットワークへの依存度が増大している。今や、行政

機関や金融機関、交通機関などの公共機関、民間事業者等の事

業活動のほか、個人の生活にもこれら情報通信ネットワークが

密接な関わりを持っており、災害により情報通信ネットワーク

が被災した場合の社会への影響度は、相当深刻なものになるこ

とが想定される。 

総務省による平成30年度末の国内における携帯電話普及率

は、日本の総人口を上回る139.9％となっている。これら携帯電

話端末では、ほとんどの機種で音声通話のみならず、メールや

インターネット接続等によるデータ通信を行うことができるよ

うになっており、さらに、より高度な情報処理が可能なスマー

トフォンやタブレット端末の世帯保有率（スマートフォン

79.2%、タブレット端末40.1%）も大幅に増加している。 

第４項 防災をめぐる社会的状況 

２ グローバル化の進展 

国境を越えた社会経済活動が拡大するとともに在日・訪日外

国人が増加しているが、特に本市の外国人住民数は約1,400人

となり、災害発生時の外国人に対する防災対策が重要な課題と

なっている。 

  

 ４ 情報通信技術の発達 

情報通信技術の発達により、従来のテレビやラジオ、固定電

話等に加え、コンピュータや携帯電話、インターネットなどの

情報通信ネットワークへの依存度が増大している。今や、行政

機関や金融機関、交通機関などの公共機関、民間事業者等の事

業活動のほか、個人の生活にもこれら情報通信ネットワークが

密接な関わりを持っており、災害により情報通信ネットワーク

が被災した場合の社会への影響度は、相当深刻なものになるこ

とが想定される。 

総務省による令和５年度末の国内における携帯電話普及率

は、日本の総人口を上回る139.9％となっている。これら携帯電

話端末では、ほとんどの機種で音声通話のみならず、メールや

インターネット接続等によるデータ通信を行うことができる

ようになっており、さらに、より高度な情報処理が可能なスマ

ートフォンやタブレット端末の世帯保有率（スマートフォン

90.6%、タブレット端末36.4%）は引き続き増加している。 

 

 

データの更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データの更新 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第１章 

第５節 

 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

 

第５節 過去の災害（共通） 

第１項 風水害 

 名張市に被害を及ぼした過去の主な風水害は、以下のとおりであ

る 

 

１．昭和３４年９月２６日災害発生 伊勢湾台風 

伊勢湾台風は、非常に大きな暴風域を保ったまま潮岬付近に上

陸（26日18時13分最低気圧929.2hPa）し、三重県の西側を北上

した。 

(中 略) 

 

６．平成２９年１０月２１日～２３日災害発生 台風２１号 

台風２１号は、２１日から２２日にかけて、非常に強い勢力

を持ったまま、日本の南海上を北上し、近畿地方や東海地方を

中心に記録的な大雨となった。 

名張市での被害は、それまでの長雨の影響もあり、市内全域

で被害が発生し、土砂崩落等138件（東山墓園含む）、床下浸水

９件（17棟）、道路冠水28件、田崩落16件等であった。 

 

 

 

  

 

第５節 過去の災害（共通） 

第１項 風水害 

 名張市に被害を及ぼした過去の主な風水害は、以下のとおりである。 

 

１．昭和３４年９月２６日災害発生 伊勢湾台風 

伊勢湾台風は、非常に大きな暴風域を保ったまま潮岬付近に上 

陸（26日18時13分最低気圧929.2hPa）し、三重県の西側を北上 

した。 

(中 略) 

 

６．平成２９年１０月２１日～２３日災害発生 台風２１号 

台風２１号は、２１日から２２日にかけて、非常に強い勢力を

持ったまま、日本の南海上を北上し、近畿地方や東海地方を中

心に記録的な大雨となった。 

名張市での被害は、それまでの長雨の影響もあり、市内全域

で被害が発生し、土砂崩落等138件（東山墓園含む）、床下浸水

９件（17棟）、道路冠水28件、田崩落16件等であった。 

 

７．令和５年８月１４日～１６日災害発生 台風７号 

  台風７号は、８月１５日夜にかけて、非常に強い勢力を保ち近

畿地方を縦断し、三重県では台風本体の発達した雨雲や台風周辺

の温かく湿った空気が流れ込み激しい雨が降り、１５日には127.0

ミリの雨量を記録した。名張市での連続降雨量は195.0ミリ（8月

14日～16日）、最大時間雨量で26.5ミリを記録した。 

名張市での被害は、強風により倒木や飛散物のため送電線の断 

線が発生し、2000戸を超える世帯の停電が発生した。その他、土

砂崩落14件、床下浸水2件、道路冠水2件、田崩落5件等であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年の風水害を

追記 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第１章 

第６節 

 

21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24 

第６節 地震の被害想定（震災） 

第２項 地震の想定 

 １ プレート境界型地震 

（１）南海トラフ地震（過去最大クラス）（Ｍ８～９） 

（２）南海トラフ地震（理論上最大クラス（Ｍ８～９ 

 ２ 内陸活断層による地震 

（１）頓宮断層（Ｍ７．３程度） 

 （２）布引山地東縁断層帯東部（Ｍ７．６程度） 

 

第３項 プレート境界型及び内陸活断層の地震の発生確率 

 

 

 

 

 

  

 

第６節 地震の被害想定（震災） 

第２項 地震の想定 

 １ プレート境界型地震 

（１）南海トラフ地震（過去最大クラス）（Ｍ８～９） 

（２）南海トラフ地震（理論上最大クラス（Ｍ８～９） 

 ２ 内陸活断層による地震 

（１）頓宮断層（Ｍ７．３程度） 

 （２）布引山地東縁断層帯東部（Ｍ７．６程度） 

 

第３項 プレート境界型及び内陸活断層の地震の発生確率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月 

国の発生確率の

見直しに伴う修

正 

 

 

 

 

 

誤記の修正 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第２章 

第１節 

 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 防災意識・防災知識の普及計画（共通） 

第２項 実施責任 

危機管理室・福祉子ども部・教育委員会・消防本部 

 

第３項 対  策 

 １ 市民に対する普及計画 

   市民が防災について正しい知識と判断を持って行動できるよ

う、様々な媒体を通じて災害予防や応急措置等の知識の普及に

努める。 

   また、名張市防災センターの防災研修室及び防災体験学習コ

ーナーを活用して、防災研修を行うほか、各地区での出前トー

クなどを通じ、防災リーダーの育成及び体験を通じた市民への

防災知識の普及・啓発に努める。 

防災知識の普及にあたっては、男女双方の視点に立って計画

するとともに、特に高齢者、障害者、外国人、乳幼児等の要配

慮者に十分留意するものとする。 

（１）普及計画の内容 

   ア 災害の知識 

   （ア）災害時の態様や危険性 

・・・ 

（ソ）平時から住民が準備できる、応急手当、生活必需品

の備蓄、家具の固定、出火防止、ブロック塀の倒壊

防止等対策の内容 

 

２ 児童生徒等に対する普及計画 

   校内の防災整備、防災計画等の策定及び防災訓練の実施によ

り、児童生徒等、教職員の安全確保を図る。災害の発生時に関

する科学的知識の普及、災害予防、避難方法等災害時の防災知

識を児童生徒等に理解させるため、学校等（幼稚園・保育所（園））

第１節 防災意識・防災知識の普及計画（共通） 

第２項 実施責任 

危機管理室・福祉子ども部・教育委員会・消防本部 

 

第３項 対  策 

 １ 市民に対する普及計画 

   市民が防災について正しい知識と判断を持って行動できるよ

う、様々な媒体を通じて災害予防や応急措置等の知識の普及に

努める。 

   また、名張市防災センターの防災研修室及び防災体験学習コ

ーナーを活用して、防災研修を行うほか、各地区での出前トー

クなどを通じ、防災リーダーの育成及び体験を通じた市民への

防災知識の普及・啓発に努める。 

防災知識の普及にあたっては、男女共同参画や性の多様性の

視点に立って計画するとともに、特に高齢者、障害者、外国人、

乳幼児等の要配慮者に十分留意するものとする。 

（１）普及計画の内容 

   ア 災害の知識 

   （ア）災害時の態様や危険性 

・・・ 

（ソ）平時から住民が準備できる、応急手当、生活必需品

の備蓄、家具の固定、感震ブレーカーの設置等によ

る出火防止、ブロック塀の倒壊防止等対策の内容 

 

２ 児童生徒等に対する普及計画 

   校内の防災整備、防災計画等の策定及び防災訓練の実施によ

り、児童生徒等、教職員の安全確保を図る。災害の発生時に関

する科学的知識の普及、災害予防、避難方法等災害時の防災知

識を児童生徒等に理解させるため、学校等（小中学校・幼稚園・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性の多様化につ

いて追記 

 

 

 

 

能登半島地震の

教訓への対応 

通電火災の予防 

 

 

 

 

 



19 
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においては地域の実情に即した防災教育を行い、消防機関及び

自主防災組織等と協力した防災訓練を実施するものとする。 

  

  また、名張市防災センターの防災体験学習コーナーを活用し

た体験学習を実施するものとする。 

   なお、学校等（幼稚園・保育所（園））で危機管理マニュアル

を作成し、校内研修等で職員に周             

  知徹底を図るとともに、家庭と連携した防災教育を推進するた

め、学級懇談会や地区懇談会等で、児童生徒等の緊急時の対応

や連絡方法について、保護者に周知徹底を図る。 

 

 

４ 避難行動要支援者に対する対応 

   避難行動要支援者については、災害時に自力での避難が難し

く、避難が遅れたり、避難生活の中で不自由な生活を強いられ

ることが考えられることから、災害時要援護者（避難行動要支

援者）支援制度にもとづき、地域で助け合うための支援体制づ

くりを推進するものとする。 

 

８ 市民が実施する対策 

（３）地震から身を守る防災対策の推進 

自宅の耐震化や家具固定、出火防止対策など、地震対策

の基本となる揺れから確実に身を守るための防災対策の

推進に努める。 

また、空き家を保有、管理している市民は、発災時の被

害拡大を防止するため、当該家屋の耐震化や出火防止対

策あるいは撤去に努める。 

 

保育所（園））においては地域の実情に即した防災教育を行い、

消防機関及び自主防災組織等と協力した防災訓練を実施するも

のとする。 

   また、名張市防災センターの防災体験学習コーナーを活用し

た体験学習を実施するものとする。 

   なお、学校等（小中学校・幼稚園・保育所（園））で危機管

理マニュアルを作成し、校内研修等で職員に周             

  知徹底を図るとともに、家庭と連携した防災教育を推進するた

め、学級懇談会や地区懇談会等で、児童生徒等の緊急時の対応

や連絡方法について、保護者に周知徹底を図る。 

 

 

４ 避難行動要支援者に対する対応 

   避難行動要支援者については、災害時に自力での避難が難

しく、避難が遅れたり、避難生活の中で不自由な生活を強いら

れることが考えられることから、避難行動要支援者支援制度に

もとづき、地域で助け合うための支援体制づくりを推進するも

のとする。 

 

８ 市民が実施する対策 

（３）地震から身を守る防災対策の推進 

自宅の耐震化や家具固定、感震ブレーカーの設置等に

よる出火防止対策など、地震対策の基本となる揺れから

確実に身を守るための防災対策の推進に努める。 

また、空き家を保有、管理している市民は、発災時の被

害拡大を防止するため、当該家屋の耐震化や感震ブレー

カーの設置又はブレーカを切断するなど出火防止対策あ

るいは撤去に努める。 

 

 

表記の適正化 

 

 

 

 

表記の適正化 

 

 

 

 

 

法改正による制

度名の変更に伴

う修正 

 

 

 

 

能登半島地震の

教訓への対応 

通電火災の予防 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第２章 

第３節 

 

38 

第３節 自主防災組織・消防団の育成・強化計画（共通） 

第３項 対  策 

２ 地域住民の自主防災組織 

 （５）活動計画に定める事項 

ア 平常時の活動 

（ア）防災知識の普及 

（イ）防災予防計画の策定 

（ウ）組織の編成及び任務分担 

（エ）自主防災訓練の実施 

（オ）資機材等の点検、整備 

イ 南海トラフ地震臨時情報発表又は高齢者等避難発令時に

実施が必要となる事項 

（ア）正確な情報の把握 

（イ）適切な避難（要配慮者等） 

ウ 警戒宣言発令時（大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年

法律第 73号）第９条第１項に規定）に実施が必要となる

事項  

平常時の準備を生かし、自主防災活動を中心として概ね

次の事項が実施できるようにする。 

（ア）正確な情報の把握  

（イ）火災予防措置  

（ウ）非常持出品の準備 

（エ）適切な避難及び避難生活  

（オ）自動車の運転の自粛 

   

 

  

 

第３節 自主防災組織・消防団の育成・強化計画（共通） 

第３項 対  策 

２ 地域住民の自主防災組織 

 （５）活動計画に定める事項 

ア 平常時の活動 

（ア）防災知識の普及 

（イ）防災予防計画の策定 

（ウ）組織の編成及び任務分担 

（エ）自主防災訓練の実施 

（オ）資機材等の点検、整備 

イ 高齢者等避難発令時に実施が必要となる事項 

（ア）正確な情報の把握 

（イ）適切な避難（要配慮者等） 

 

ウ 南海トラフ地震臨時情報発表時に実施が必要となる事

項  

平常時の準備を生かし、自主防災活動を中心として概ね

次の事項が実施できるようにする。 

（ア）迅速な避難体制・準備 

（イ）家具類の転倒及びガラス飛散防止対策など室内の対策 

（ウ）出火や延焼の防災対策 

（エ）地震発生後の避難生活の備え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者等避難と

南海トラフ地震

臨時情報発表の

際の対応は異な

るため別記 

 

警戒宣言廃止の

ため修正 

内閣府ＨＰより

対応を抜粋 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第２章 

第４節 

 

 

 

 

 

 

第２章 

第５節 

 

41 
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第４節 ボランティア活動支援計画（共通） 

４ 名張市災害ボランティアセンターの運営 

名張市社会福祉協議会と本市と共同で開設する「名張市災害

ボランティアセンター」の運営に当たっては、名張市災害ボラ

ンティアセンター運営委員会と連絡調整を図るとともに、ボラ

ンティア受入に当たっては、みえ防災ボランティアセンターと

の総合的な連携体制の構築を図る。 

 

 

 

第５節 事業所の防災活動の促進計画（共通） 

第２項 実施責任 

危機管理室 

 

第３項 対  策 

１ 市における事業所防災対策の促進 

災害時における顧客・従業員等の安全確保、被災による生産

能力の低下や資産の喪失を最小限に止めるため、施設の補強、

防災計画や事業継続計画（ＢＣＰ）の作成等、各種防災対策の

推進を支援する。 

 

第４節 ボランティア活動支援計画（共通） 

４ 名張市災害ボランティアセンターの運営 

名張市社会福祉協議会と本市と共同で開設する「名張市災害

ボランティアセンター」の運営に当たっては、名張市災害ボラ

ンティアセンター運営委員会と連絡調整を図るとともに、ボラ

ンティア受入に当たっては、みえ災害ボランティア支援センタ

ーとの総合的な連携体制の構築を図る。 

 

 

 

第５節 事業所の防災活動の促進計画（共通） 

第２項 実施責任 

危機管理室、産業部 

 

第３項 対  策 

１ 市における事業所防災対策の促進 

災害時における顧客・従業員等の安全確保、被災による生産

能力の低下や資産の喪失を最小限に止めるため、施設の補強、

防災計画や事業継続計画（ＢＣＰ）の作成等、各種防災対策の

推進を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

担任部局の追記 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第２章 

第６節 

 

44 
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第６節 備蓄資材・機材等の点検整備計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 市における対策 

（２）避難所等に係る災害時用物資等の備蓄 

避難所の場所等を勘案し、救援物資拠点を確保するととも

に食料等を含む災害時用物資のほか、新型コロナウイルス感

染症に係る感染予防のための物資も併せて備蓄を図る。 

（３）孤立想定地域における災害時用物資等の備蓄 

災害時の孤立が想定される地域における食料等を含む災害

時用物資等の備蓄を図る。 

 

 

２ 市防災備蓄倉庫の整備 

市防災資機材の備蓄体制について、本庁舎備蓄倉庫・防災セ

ンター備蓄倉庫・水防倉庫・上下水道部備蓄倉庫、各避難所を

中心に備蓄しているが、新型コロナウイルス感染症対策用の物

資等の増加に伴い、地区の拠点となる市民センター等への備蓄

も取り入れた分散備蓄を推進するとともに、新しい備蓄場所の

確保に努めるものとする。 

 

４ 備蓄資材・機材の現況報告 

点検責任部署は、各々点検計画を作成し、定期的に点検を実

施するとともに、必要に応じて随時点検を行い、災害発生時に

その機能を十分発揮できるよう整備に努めるものとする。 

責任部署は、年１回の点検については、備蓄資機材の現況を統括監

を経て、市長に報告するものとする。 

 

第６節 備蓄資材・機材等の点検整備計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 市における対策 

（２）避難所等に係る災害時用物資等の備蓄 

避難所の場所等を勘案し、救援物資拠点を確保するとと

もに食料等を含む災害時用物資のほか、新型コロナウイル

スなどの感染症に係る感染予防のための物資も併せて備蓄

を図る。 

（３）孤立想定地域における災害時用物資等の備蓄 

災害時の孤立が想定される地域における食料等を含む災

害時用物資等の備蓄を図る。 

 

２ 市防災備蓄倉庫の整備 

市防災資機材の備蓄体制について、本庁舎備蓄倉庫・防災セ

ンター備蓄倉庫・水防倉庫・上下水道部備蓄倉庫、各避難所を

中心に備蓄しているが、地区の拠点となる市民センター等への

備蓄も取り入れた分散備蓄を推進するとともに、新しい備蓄場

所の確保に努めるものとする。 

 

 

４ 備蓄資材・機材の現況報告 

点検責任部署は、各々点検計画を作成し、定期的に点検を実

施するとともに、必要に応じて随時点検を行い、災害発生時に

その機能を十分発揮できるよう整備に努めるものとする。 

責任部署は、年１回の点検については、備蓄資機材の現況をな 

ばりの未来創造部長を経て、市長に報告するものとする。 

 

 

 

 

感染症を新型コ

ロナウィルス感

染症に限定しな

い記述に変更 

 

 

 

 

 

削除 

 

 

 

 

 

 

職名変更に伴う

修正 

 



23 

 

章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第２章 

第７節 

 

46 
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第７節 市災害対策本部整備計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 市災害対策本部の施設・設備の整備・充実 

災害発生時は、市庁舎を災害対策活動の中枢である災害対策

本部の設置場所とする。ただし、非常体制時等大規模災害発生

時には、名張市防災センターを災害対策本部の設置場所とする。 

災害対策活動の実情を踏まえ、活動に必要な設備の充実を図

るとともに、新型コロナウイルス感染症対策として、リモート

による会議の開催についても検討するものとする。 

 

 

第８節 受援体制整備計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 市町間の応援・受援にかかる計画の策定及び体制の整備 

三重県市町災害時応援協定等に基づき、応援・受援に係る対

策に必要な計画をあらかじめ策定し、必要な体制の整備を図る

とともに、協定に基づく防災訓練の実施・協力と参加に努める。 

 

３ 自衛隊、警察及び消防機関等との連携体制 

平常時から連携体制の強化に努め、発災時に自衛隊の災害派

遣や警察及び消防関係機関等の応援要請が円滑に行えるよう情

報連絡体制の充実、共同の防災訓練等を実施し、適切な役割分

担が図れるように努める。 

また、要請の手順や連絡先の徹底、要請内容（救急、救助、

応急医療、緊急輸送等）について平常時よりその想定を行い、

自衛隊や警察、消防機関等との連携を深める。 

 

第７節 市災害対策本部整備計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 市災害対策本部の施設・設備の整備・充実 

災害発生時は、市庁舎を災害対策活動の中枢である災害対策

本部の設置場所とする。ただし、非常体制時等大規模災害発生

時には、名張市防災センターを災害対策本部の設置場所とする。 

災害対策活動の実情を踏まえ、活動に必要な設備の充実を図

るとともに、離隔部局のリモートによる会議の参加、各部への

会議状況のリアルタイム配信、業務用アプリケーションの活用

等による業務の効率化ついて考慮するものとする。 

 

第８節 受援体制整備計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 市町間の応援・受援にかかる体制の整備 

三重県市町災害時応援協定等に基づき、策定した応援・受援

に係る計画に従い必要な体制の整備を図るとともに、協定に基

づく防災訓練の実施・協力と参加に努める。 

 

３ 自衛隊、警察及び消防機関等との連携体制 

平常時から連携体制の強化に努め、発災時に自衛隊の災害派

遣や警察及び消防関係機関、防災ヘリコプター等の応援要請が

円滑に行えるよう情報連絡体制の充実、共同の防災訓練等を実

施し、適切な役割分担が図れるように努める。 

また、要請の手順や連絡先の徹底、要請内容（救急、救助、

応急医療、緊急輸送等）について平常時よりその想定を行い、

自衛隊や警察、消防機関等との連携を深める。 

 

 

 

 

 

 

防災ＤＸの充実 

総合防災訓練検

証結果の反映 

 

 

 

令和５年度名張

市受援計画策定

に伴い修正 

 

 

 

 

 

近年の訓練実施

状況との整合 
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第２章 

第９節 
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第９節 情報収集・連絡計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 情報収集・連絡手段の整備 

 （２）情報共有システムの整備 

    情報の共有化を図るため、各関係機関が横断的に共有すべ

き防災情報の形式を標準化し、早い段階で共通のシステムに

集約できるよう努める。 

 

（３）多様な情報収集手段の整備 

    機動的な情報収集活動を行うため・・・中略 

また、迅速、的確な災害情報の収集・連絡のため被災現場

情報の収集・連絡に当たる要員の指定を検討するとともに、

民間企業、報道機関、アマチュア無線局、住民等からの情報

など、多様な災害関連情報等の収集体制の整備に努める。 

 

 

３ 被害情報の伝達 

（２）被災者への情報伝達 

被災者等への必要な情報が確実に伝達・共有されるよう、

役割・責任等の明確化に務め、特に要配慮者、災害により孤

立化している地域の被災者、帰宅困難者等情報が入手困難な

被災者等に対して、確実に情報伝達ができるよう必要な体制

の整備を図る。 

また、放送事業者等の協力を得て、災害に関する情報及び 

被災者に対する生活情報等必要な情報を伝達できる体制の整

備を図るほか、災害用伝言ダイヤル等安否情報確認システム

の周知や特設公衆電話を指定避難所へ設置するなど、被災者

とその家族間等との安否の確認が円滑にできるようにする 

第９節 情報収集・連絡計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 情報収集・連絡手段の整備 

 （２）情報共有システムの整備 

    情報の共有化を図るため、業務用アプリケーションを活用

するなどして、市災害対策本部及び各関係機関が横断的に共

有すべき防災情報の形式を標準化し、早い段階で共通のシス

テムに集約できるよう努める。 

（３）多様な情報収集手段の整備 

    機動的な情報収集活動を行うため・・・中略 

また、迅速、的確な災害情報の収集・連絡のため被災現場

情報の収集・連絡に当たる要員の指定を検討するとともに、

防災訓練等を通じて民間企業、報道機関、アマチュア無線局、

住民等からの情報など、多様な災害関連情報等の収集体制の

整備に努める。 

 

３ 被害情報の伝達 

（２）被災者への情報伝達 

被災者等への必要な情報が確実に伝達・共有されるよう、

役割・責任等の明確化に務め、特に要配慮者、災害により孤

立化している地域の被災者、帰宅困難者等情報が入手困難な

被災者等に対して、確実に情報伝達ができるよう必要な体制

の整備を図る。 

また、放送事業者等の協力を得て、災害に関する情報及び

被災者に対する生活情報等必要な情報を伝達できる体制の

整備を図るほか、災害用伝言ダイヤル等安否情報確認システ

ムの周知や指定避難所における特設公衆電話の活用など、被

災者とその家族間等との安否の確認が円滑にできるように

する。 

 

 

 

総合防災訓練検

証結果の反映 

業務用アプリケ

ーションの活用

を追記 

 

 

近年の訓練実施

状況との整合 

 

 

 

 

 

設置工事完了に

伴い操作訓練の

実施等を通じた

活用について記

述 
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第１２節 避難対策計画（共通） 

第３項 対  策 

２ 避難情報の周知 

避難情報の種類の避難指示等により立退き避難が必要な住民

等に求める行動を周知する。 

 （１）広報の手段 

広報は関係機関と協力して以下の手段その他の実情に即し

た方法で実施する。 

ア 広報車 

イ 市防災行政無線 

ウ 緊急速報メール、防災ほっとメール 

エ 市ホームページ、市公式ＳＮＳ 

オ 防災ラジオ 

カ ケーブルテレビ、ａｄｓ.ＦＭ 

キ サイレン 

 

 ３ 避難所、避難地等の指定 

（１）避難所の留意事項 

   ア 被災者の避難生活の安全性・快適性を確保するために自

家用発電設備等の災害インフラの整備を図るとともに、避

難生活のための食料、毛布等のほか、新型コロナウイルス

感染症予防のための衛生資機材等の確保に努める。 

               中 略 

エ 断水等によりトイレが使用できない場合に備え、仮設ト

イレを確保する。確保に当たっては、障害者や高齢者に配

慮したものも整備する。 

 

第１２節 避難対策計画（共通） 

第３項 対  策 

２ 避難情報の周知 

避難情報の種類の避難指示等により立退き避難が必要な住民

等に求める行動を周知する。 

 （１）広報の手段 

広報は関係機関と協力して以下の手段その他の実情に即

した方法で実施する。 

ア 広報車 

イ 市防災行政無線 

ウ 緊急速報メール 

エ 市ホームページ、市公式ＳＮＳ、市公式ＬＩＮＥ 

オ 防災ラジオ 

カ ケーブルテレビ、ａｄｓ.ＦＭ 

キ サイレン 

  

３ 避難所、避難地等の指定 

（１）避難所の留意事項 

   ア 被災者の避難生活の安全性・快適性を確保するために自

家用発電設備等の災害インフラの整備を図るとともに、避

難生活のための食料、毛布等のほか、新型コロナウイルス

などの感染症予防のための衛生資機材等の確保に努める。             

中 略 

エ 断水等によりトイレが使用できない場合に備え、簡易

トイレを確保する。確保に当たっては、障害者や高齢者に

配慮したものも整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災ホットメー

ルの運用停止 

公式ＬＩＮＥの

導入に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

感染症を新型コ

ロナウィルス感

染症に限定しな

い記述に修正 

 

 

表記の適正化 
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６ 避難行動要支援者の避難誘導体制の整備 

避難行動要支援者の避難支援を迅速かつ的確に行えるよう、

避難に当たって支援が必要な高齢者、障害者などに対し、安否

確認や避難誘導、必要な情報提供などの地域での助け合いが行

われるための支援体制作りの取組である「名張市災害時要援護

者（避難行動要支援者）支援制度」を推進するものとする。 

また、避難誘導に際し、被災者の安全を確保するため、発電

装置、照明装置等の整備を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 避難行動要支援者の避難誘導体制の整備 

避難行動要支援者については、災害発生時に適切な避難ができ

るよう特に支援を要することから、名張市避難行動要支援者支援

制度を災害対策基本法第49条の10に規定する措置として位置づ

け、必要な支援対策を講ずるものとする。 

ア 避難行動要支援者名簿の作成 

  市は、避難行動要支援者について避難の支援、安否の確認その

他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するため

に必要な措置（以下「避難支援等」という。）を実施するため

の基礎とする名簿（以下「避難行動要支援者名簿」という。）

を作成する。 

   なお、避難行動要支援者の範囲については、要綱に定める。

この場合において、次に掲げる者は除くものとする。 

（ア）福祉施設等に長期入所している者 

（イ）医療機関に長期入院している者 

イ 名簿情報の提供等 

  市は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、

避難支援等関係者に対し、避難行動要支援者の同意を得て名簿

情報を提供する。 

ウ 名簿情報を提供する場合における配慮 

  市は、名簿情報を提供するときは、情報漏えいの防止のための

措置その他の名簿情報に係る避難行動要支援者及び第三者の権

利利益を保護するために必要な措置を講じる。 

エ 個別避難計画の作成 

市は、避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、避難支援

等関係者等と連携し、当該避難行動要支援者について避難支援

等を実施するための計画（以下「個別避難計画」という。）の

作成に努める。 

 

 

平素から備える

べき事項を追記 

 

発災後の対応を

記した第３章に

記載された内容

で本来第２章に

記載すべき内容

を本節に転記 
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１０ 避難所の環境整備 

避難所に係る必要な安全性及び良好な居住性・・・中略・・・

その他避難所に滞在する被災者の生活環境の整備に必要な措置

を講じるよう努める。 

あわせて、新型コロナウイルス感染症の感染予防に資する衛

生資機材等も整備する。 

 

１２ ペット対策 

飼い主責任を基本とした同行避難を想定し、犬や猫などのペ

ット同行の避難者の受入体制について検討する。 

 

１３ 避難所外避難者対策 

車中泊等やむを得ず避難所に滞在することができない避

難者を想定し、避難所運営における避難所外避難者対策を推

進する。 

オ 個別避難計画情報の提供等 

市は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、

避難支援等関係者に対し、避難行動要支援者及び避難支援等実施

者の同意を得て、個別避難計画情報を提供する。 

カ 個別避難計画情報を提供する場合における配慮 

  市は、個別避難計画情報を提供するときは、情報漏えいの防止

のための措置その他の個別避難計画情報に係る避難行動要支援

者及び第三者の権利利益を保護するために必要な措置を講じ

る。 

キ 委任 

この計画に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

１０ 避難所の環境整備 

避難所に係る必要な安全性及び良好な居住性・・・中略・・・ 

その他避難所に滞在する被災者の生活環境の整備に必要な措

置を講じるよう努める。 

あわせて、新型コロナウイルスなどの感染症の感染予防に資

する衛生資機材等も整備する。 

 

１２ ペット対策 

飼い主責任を基本とした同行避難を想定し、犬や猫などのペ

ット同行の避難者の受入体制について整備するとともに、避難

者のペット飼育状況の把握に努める。 

 

１３ 避難所外避難者対策 

車中泊、在宅避難等やむを得ず避難所に滞在することがで

きない避難者を想定し、避難所運営における避難所外避難者

対策を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

感染症を新型コ

ロナウィルス感

染症に限定しな

い記述に変更 

 

令和６年度より

訓練を導入 

訓練実施を通じ

て体制整備を進

める趣旨に変更 

県計画との整合 

 

在宅避難者につ

いて追記 
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第１３節 医療・救護計画（共通） 

第２項 実施責任  

福祉子ども部・消防本部・市立病院 

 

第３項 対  策 

１ 医療体制の整備   

（２）自主救護体制の確立 

市は、救護所の設置、救護班の編成、出動について、社団法

人 名賀医師会と協定を締結しており、これに基づく応急救

護体制の強化を図るが、大規模災害時には、救急車等搬送手

段の不足、通信の途絶、交通混乱等により、医療活動、救急

搬送活動が困難となることが予想される。 

 

 

（３）医療体制の整備 

イ 後方医療体制等の整備 

（イ）医療情報の収集、伝達体制の整備 

ａ災害時における医療機関の診療の可否、受入可能患

者数等、ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報システ

ム）等を活用し医療情報を収集、また、患者転送要請

数、医療品等の備蓄状況、ライフラインの状況等、

迅速かつ的確な収集、伝達を行うための体制の整備を

図る。災害時における医療機関の診療の可否、受入

可能患者数、患者転送要請数、医療品等の備蓄状況、

ライフラインの状況等、迅速かつ的確な収集、伝達を

行うための体制の整備を図る。 

 

 

第１３節 医療・救護計画（共通） 

第２項 実施責任  

福祉子ども部・消防本部 

 

第３項 対  策 

１ 医療体制の整備  

（２）自主救護体制の確立 

市は、救護所の設置、救護班の編成、出動について、社団

法人名賀医師会と協定を締結しているとともに、地方独立行

政法人名張市立病院と災害時における災害医療に関する協

定を締結しており、これに基づく応急救護体制の強化を図る

が、大規模災害時には、救急車等搬送手段の不足、通信の途

絶、交通混乱等により、医療活動、救急搬送活動が困難とな

ることが予想される。 

（３）医療体制の整備 

イ 後方医療体制等の整備 

（イ）医療情報の収集、伝達体制の整備 

ａ災害時における医療機関の診療の可否、受入可能患

者数等、ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報システ

ム）等を活用し医療情報を収集、また、患者転送要

請数、医療品等の備蓄状況、ライフラインの状況

等、迅速かつ的確な収集、伝達を行うための体制の整

備を図る。 

 

 

 

 

 

市立病院独立法

人化に伴い市組

織から除外 

 

 

独立法人化後締

結する協定に基

づく連携につい

て追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同一趣旨の内容

を２度書きして

いるため削除 
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第 15節 
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第１４節 緊急輸送計画（共通） 

第３項 対  策 

４ 物資調達・供給体制の整備 

大規模な災害が発生した場合に必要とされる食料その他の物

資について備蓄・調達体制を整備し、供給計画をあらかじめ定

めるものとする。また、物資の性格や避難場所の位置等を勘案

し集中備蓄か分散備蓄かを検討するとともに、備蓄拠点を設け

るなど体制の整備に努めるものとする。 

 

 

第１５節 公共施設・ライフライン施設災害予防計画（共通） 

第３項 対  策 

２ 上水道 

（１）災害により配水管等の破損に伴う水道水の断水を最小限に

とどめるために、配水区域の多系統化により危険回避に努め

るとともに、老朽化施設については計画的な更新並びに機能

強化を含めた改築を進め、配水管については、当該地域の地

質等の特性を考慮した耐震管の採用に取り組む。また、被災

時における応急給水を円滑に行うため、応急給水施設（非常

用自家発電設備、拠点給水設備等）や資機材の整備、充実を

図る。 

３ 下水道 

（５）非常時の協力体制 

施設の点検、復旧要員の確保を図るため、県との間の協力

応援体制を整備する。また、必要な場合は国及び他の自治体

に対し、援助を要請する。 

 

 

 

第１４節 緊急輸送計画（共通） 

第３項 対  策 

４ 物資調達・供給体制の整備 

大規模な災害が発生した場合に必要とされる食料その他の物

資について備蓄・調達体制を整備し、供給計画をあらかじめ定

めるものとする。また、物資の性格や避難場所の位置等を勘案

し集中備蓄及び分散備蓄を実施して必要な備蓄拠点を設けるな

ど体制の整備に努めるものとする。 

 

 

第１５節 公共施設・ライフライン施設災害予防計画（共通） 

第３項 対  策 

２ 上水道 

（１）上水道の耐震化等の整備 

災害により配水管等の破損に伴う水道水の断水を最小限に

とどめるために、配水区域の多系統化により危険回避に努

めるとともに、老朽化施設については計画的な更新並びに

機能強化を含めた改築を進め、配水管については、当該地

域の地質等の特性を考慮した耐震管の採用に取り組む。ま

た、被災時における応急給水を円滑に行うため、応急給水

施設（非常用自家発電設備、拠点給水設備等）や資機材の

整備、充実を図る。 

３ 下水道 

（５）非常時の協力体制 

施設の点検、復旧要員の確保を図るため、県との協力応援体制

を整備する。また、必要な場合は国及び他の自治体並びに災害協

定締結団体に対し、援助を要請 

 

 

令和７年度より 

孤立想定地域の

分散備蓄を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

追記 

 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 

 

追記 
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第１６節 防災営農計画（風水害等） 

第１項 計画目標 

○災害による農地及び農業施設の被害を防止するため、農地関連

施設の管理について指導を行うとともに、災害時(病虫害を含

む)における農作物等への被害を減少する。 

 

第２項 実施責任 

産業部 

 

第３項 対  策 

３ 家畜伝染病の発生予防及びまん延防止対策 

家畜保健衛生所が行う災害時に多発を予想される家畜伝染病

の調査及び家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）の規定に

基づく伝染病の発生予防・予察及びまん延防止のために必要な

措置(検査、注射、消毒等)に協力し万全を期するほか、家畜保

健衛生所から市農業団体の関係職員及び獣医師等に対し必要な

技術の指導を受ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１６節 防災営農計画（風水害等） 

第１項 計画目標 

○災害による農地及び農業施設の被害を防止するため、農地関連

施設の管理について指導を行うとともに、災害時(病虫害を含

む)における農作物等への被害を減少する。 

 

第２項 実施責任 

産業部 

 

第３項 対  策 

３ 家畜伝染病の発生予防及びまん延防止対策 

家畜保健衛生所が行う災害時に多発を予想される家畜伝染病

の調査及び家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）の規定に

基づく伝染病の発生予防・予察及びまん延防止のために必要な

措置(検査、注射、消毒等)に協力し万全を期するほか、家畜保

健衛生所から罹災家畜の収容や治療、埋却等について、市及び

関係機関、関係団体等と協力の上、対応を図る。 
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第１７節 地盤災害防止計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 土砂災害防止対策  

（３）前兆現象の収集 

土石流・がけ崩れ・地すべりなど、近隣住民から土砂災害

の前兆現象となる事象（山鳴り、斜面の亀裂、水位の減少、

土臭い、物の焼ける臭い、根の切れる音、クラック等）の報

告を収集した場合、土砂災害危険箇所パトロールを行い確認

する。 

（４）崩壊危険地域における避難体制の構築 

ア 避難所の設置 

イ 避難指示等の発令時期決定方法 

ウ 気象情報及び異常現象並びに避難指示等の連絡方法 

エ 避難誘導責任者 

オ 避難指示等の住民への周知 

※ア～オは「第12節 避難対策計画」に準ずる。 

カ 土砂災害危険箇所の把握 

キ 土砂災害危険箇所のパトロール 

市は、関係機関と協力し、地すべり、がけ崩れ、土

砂流出等による土砂災害の発生が予想される危険箇所

のパトロールを実施し、正確な実態の把握に努める。 

（５）治山事業 

災害は、山地の崩壊及び山地荒廃による流出土砂により 

被害が激しいものとなるが、森林は、崩壊防止及び土砂の

流出防止のほかに洪水防止、水資源の涵養等の機能を持っ 

ている。治山事業は、荒廃山地又は荒廃のおそれのある山

地に対して山脚を固定して浸水を防止するための渓間工事

第１７節 地盤災害防止計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 土砂災害防止対策  

（３）前兆現象の収集 

土石流・がけ崩れ・地すべりなど、近隣住民から土砂災

害の前兆現象となる事象（山鳴り、斜面の亀裂、水位の減

少、土臭い、物の焼ける臭い、根の切れる音、クラック

等）の報告を収集した場合、土砂災害警戒区域等のパトロ

ールを行い確認する。 

（４）崩壊危険地域における避難体制の構築 

ア 避難所の設置 

イ 避難指示等の発令時期決定方法 

ウ 気象情報及び異常現象並びに避難指示等の連絡方法 

エ 避難誘導責任者 

オ 避難指示等の住民への周知 

※ア～オは「第12節 避難対策計画」に準ずる。 

カ 土砂災害警戒区域等の把握 

キ 土砂災害危険箇所のパトロール 

市は、関係機関と協力し、地すべり、がけ崩れ、土

砂流出等による土砂災害の発生が予想される警戒区域

等のパトロールを実施し、正確な実態の把握に努める 

（５）治山事業 

災害は、山地の崩壊及び山地荒廃による流出土砂により

被害が激しいものとなるが、森林は、崩壊防止及び土砂の

流出防止のほかに洪水防止、水資源の涵養等の機能を持っ

ている。治山事業は、荒廃山地又は荒廃のおそれのある山

地に対して山脚を固定して浸食を防止するための渓間工事

 

 

 

 

 

 

用語の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

用語の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 
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又は崩壊地を森林に復旧するための山腹工事を実施する等

により森林整備を図り、崩壊土砂の流出、洪水等による災

害の防止、軽減を図るとともに水資源の涵養に資すること

を目的とする。 

 

２ 宅地災害予防対策  

（３）事業計画 

ア 宅地防災月間での啓発 

梅雨期及び台風期に備え、地域住民及び開発事業者に注

意を促し、必要な防災対策を講じさせるため、宅地防災月

間の５月には、三重県と共に開発施工区域を中心にした巡

視活動を展開、現地での適切な指導を行う。 

イ 宅地防災工事の貸付制度の活用  

改善報告を必要とする宅地については、独立行政法人住

宅金融支援機構による貸付制度のＰＲ及び指導を行う。 

ウ がけ地近接等危険住宅移転事業の推進 

（５）ため池改修事業 

市内のため池は、水田の水源として重要な役割を果たし

ているが、老朽化が進み、管理者の意識も希薄化し、決壊

の危険性を有している。このため災害防止上、緊急度が高

いため池の管理者への啓発を行うとともに、改修工事を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

又は崩壊地を森林に復旧するための山腹工事を実施する等

により森林整備を図り、崩壊土砂の流出、洪水等による災

害の防止、軽減を図るとともに水資源の涵養に資すること

を目的とする。 

 

２ 宅地災害予防対策  

（３）事業計画 

ア 宅地防災月間での啓発 

梅雨期及び台風期に備え、地域住民及び開発事業者に注

意を促し、必要な防災対策を講じさせるため、宅地防災月

間の５月には、三重県と共に開発区域を中心にした巡視活

動を展開、現地での適切な指導を行う。 

 

 

 

イ がけ地近接等危険住宅移転事業の推進 

（４）ため池改修事業 

市内のため池は、水田の水源として重要な役割を果たし

ているが、老朽化が進み、管理者の意識も希薄化し、決壊

の危険性をもっている。このため災害防止上、緊急度が高

いため池の管理者への啓発を行うとともに、改修工事を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県計画との整合 

のため削除 

 

項目削除のため

項目記号の繰り

上げ 

 

番号の誤記修正 

表記の適正化 
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第２１節 火災予防計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 火災予防対策の指導 

（１）多数の人が出入りする防火対象物は、火災が発生した場合、

大災害になる可能性が高いことから、常に地域環境の変化を

把握し、立入検査を計画的に行うとともに、施設の管理者に

対し消防計画の作成と計画に基づく訓練の実施を指導する。 

＜立ち入り検査による管理権原者に対する指導事項＞ 

ア 建築構造物等の状況 

 

（２）市民に対する火災予防防災意識の普及に努め、特に、地

震発生時における出火防止、初期消火及び延焼防止を図る

ため、家庭に消火器具、消火用水等の備えと、これら器具

の取扱いを広報、消防訓練等で指導する。 

ア 地震を想定した防災訓練・防災講話の実施 

イ 家庭における消火器具、火用水の備えとこれらの取扱

い指導 

 

３ 消防力の整備 

ウ 消防水利の充実 

同時多発火災の発生に備えて、火災延焼危険地域を中

心に耐震性防火水槽の計画的な整備を図るとともに、人

工水利と自然水利の適切な組み合わせによる水利の多

元化を推進する。 

 

 

第２１節 火災予防計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 火災予防対策の指導 

（１）多数の人が出入りする防火対象物は、火災が発生した場合、

大災害になる可能性が高いことから、常に地域環境の変化を

把握し、立入検査を計画的に行うとともに、施設の管理者に

対し消防計画の作成と計画に基づく訓練の実施を指導する。 

＜立入検査による管理権原者に対する指導事項＞ 

ア 建築構造物等の状況 

 

（２）市民に対する火災予防防災意識の普及に努め、特に、地

震発生時における出火防止、初期消火及び延焼防止を図る

ため、家庭に消火器具、住宅用火災警報器や感震ブレーカ

ーの設置等の備えと、これら器具の取扱いを広報、消防訓

練等で指導する。 

ア 地震を想定した防災訓練・防災講話の実施 

イ 家庭における消火器具や感震ブレーカーの設置等の

備えとこれらの取扱い指導 

 

３ 消防力の整備 

ウ 消防水利の充実 

同時多発火災の発生に備えて、火災延焼危険地域を中

心に耐震性防火水槽の計画的な整備及び既設防火水槽

の改修を図るとともに、人工水利と自然水利の適切な組

み合わせによる水利の多元化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 

 

 

 

 

 

感震ブレーカー

の設置等につい

て追記 

 

 

 

 

 

既設防火水槽の

改修を追記 
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４ 自主防災組織の育成強化 

災害時において、広い地域で同時に火災が発生する可能性が

あり、住民による消火活動が重要である。そのため、自主防災

隊の育成強化に努めるとともに、地域住民が発災直後において

円滑に初期消火を行うための資機材等を整備するものとする。 

 

 

 

 

 

第２２節 林野火災予防計画（共通） 

第３項 対  策 

３ 監視体制の確立 

林野火災防止のため、林業普及指導員等と連携を図り、火

気の早期発見と迅速な通報の行える体制の確立に努める。特

に火災警報発令時においては、名張市火災予防条例の定める

ところにより、市及び林野の所有（管理）者は、火の使用制

限を徹底するなど万全の対策を推進するものとする。 

 

 

４ 防災意識の普及 

関係機関の協力を得て、一般住民に対し、春秋２回の火災

予防運動の実施、林道入口に山火事防止看板の設置等を通じ

て森林愛護並びに防災意識の普及啓発を図るものとする。 

 

 

４ 自主防災組織の育成強化 

災害時において、広い地域で同時に火災が発生する可能性が

あり、住民による消火活動が重要である。そのため、自主防災

隊の育成強化に努めるとともに、地域住民が発災直後において

円滑に初期消火を行うための資機材等を整備するとともに市総

合防災訓練等の機会を活用して消火器の取扱など初期消火訓練

を実施して操作の習熟を図るものとする。 

 

 

 

第２２節 林野火災予防計画（共通） 

第３項 対  策 

３ 監視体制の確立 

林野火災防止のため、林業普及指導員等と連携を図り、火

気の早期発見と迅速な通報の行える体制の確立に努める。ま

た、火災多発期における監視パトロールの強化、火入れを行

う者に対して適切に対応するとともに、特に火災警報発令時

においては名張市火災予防条例の定めるところにより、市及

び林野の所有（管理）者は、火の使用制限を徹底するなど万

全の対策を推進するものとする。 

 

４ 防災意識の普及 

関係機関の協力を得て、林野周辺住民、ハイカー等の入

山者等に対し、春秋２回の火災予防運動の実施、林道入口に

山火事防止看板の設置等を通じて森林愛護並びに防災意識

の普及啓発を図るものとする。 

 

 

 

 

 

総合防災訓練に

おける初期消火

訓練の実施実績

を踏まえ追記 

 

 

 

 

 

 

監視パトロール

強化等について

追記 

 

 

 

 

ハイカー等につ

いて追記 
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第２３節 危険物施設等災害予防計画（共通） 

第３項 対  策 

３ 保安講習受講指導 

危険物事業所における保安管理の向上を図るため、危険物

施設の管理責任者、危険物取扱者、危険物保安監督者、危険

物施設保安員に対し、定期に保安講習を受講するよう指導す

る。 

 

４ 危険物の規制と体制の強化策 

（１）危険物の規制 

ア 危険物製造所等の施設が常に法令に適合し維持され

ているか。 

イ 危険物保安監督者を定め、危険物の取扱いに関し保安

の監督が十分されているか。 

ウ 危険物監督者等による危険物製造所等の法定点検が

励行されているか。 

エ 予防規程の制定義務対象施設における規定が整備さ

れ、また訓練が実施されているか。 

（２）防災体制の強化 

危険物を貯蔵する事業所の自主防災力の強化等、次の事

項に関して指導の強化を図る。 

ア 危険物取扱者等の資質向上のため保安講習の受講を

指導する。 

イ 危険物関係業界の組織等を活用した行政指導の効率    

 化 

 

 

 

第２３節 危険物施設等災害予防計画（共通） 

第３項 対  策 

３ 保安講習受講指導 

危険物事業所における保安管理の向上を図るため、危険物

施設の管理責任者、危険物取扱者、危険物保安監督者等に対

し、定期に保安講習を受講するよう指導する。 

 

４ 危険物の規制と体制の強化策 

（１）危険物の規制 

ア 危険物製造所等の施設が常に法令に適合し維持され

ているか。 

イ 危険物保安監督者を定め、危険物の取扱いに関し保安

の監督が十分されているか。 

ウ 危険物保安監督者等による危険物製造所等の法定点

検が励行されているか。 

エ 予防規程の制定義務対象施設における規定が整備さ

れ、また訓練が実施されているか。 

（２）防災体制の強化 

危険物を貯蔵する事業所の自主防災力の強化等、次の事

項に関して指導の強化を図る。 

ア 危険物取扱者等の資質向上のため保安講習の受講を

指導する。 

イ 危険物関係機関と連携した行政指導の効率化 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 
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９ 

５ ＬＰガス、都市ガス災害予防対策 

（３）土木工事におけるガス埋設管の安全対策 

道路管理者は、ガス管等の埋設されている道路につい

て、道路法に基づく道路の占用許可を与える際には、当

該申請者に対し、次の事項について、指示又は、条件を

付するものとする。 

ア 地下埋設物の管理者と十分協議の上、工事施工箇所

の地下埋設物の位置を確認できる図面を提出するこ

と。 

イ 掘削の際は、工事による地盤沈下、崩壊予防及び地

下埋設物の防護をするための十分な対策を講ずるこ

と。 

ウ 地下埋設物に影響のある掘削は人力により施工する

こと。 

エ 工事着工の前日までに、市消防機関及び地下埋設物

の管理者に、工事予定期間を了知させるとともに、危

険防止について協議し指導助言を受けること。 

 

５ ＬＰガス、都市ガス災害予防対策 

（３）土木工事におけるガス埋設管の安全対策 

道路管理者は、ガス管等の埋設されている道路につい

て、道路法に基づく道路の占用許可を与える際には、当

該申請者に対し、次の事項について、指示又は、条件を

付するものとする。 

ア 地下埋設物の管理者と十分協議の上、工事施工箇所

の地下埋設物の位置を確認できる図面を提出するこ

と。 

イ 掘削の際は、工事による地盤沈下、崩壊予防及び地

下埋設物の防護をするための十分な対策を講ずるこ

と。 

ウ 地下埋設物に影響のある掘削は人力により施工する

こと。 

エ 工事着工の前日までに、消防機関及び地下埋設物の

管理者に、工事予定期間を了知させるとともに、危険

防止について協議し指導助言を受けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 



37 

 

章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第２章 

第 24節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 

第 25節 

 

77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

78 

第２４節 公害対策計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 全般 

（１）公害関係法及び生活環境の保全に関する条例に基づく

特定（又は指定）施設設置届出義務の周知と徹底 

（２）環境対策審議会の設置 

（３）公害の監視、測定体制の整備 

（４）公害防止対策の資料とするための実態調査の推進 

 

４ 措 置 

三重県関係部局の積極的な協力を得て、指導体制の強

化、災害の防止に努める。 

（１）規制基準に適合しない施設の構造又は使用、あるいは

排出物（騒音、振動等を含む。）の処理についての改善及

び改善命令 

 

第２５節 低湿地対策計画（風水害等） 

第３項 対  策 

２ 老朽ため池対策 

市内には46箇所の老朽ため池がある。ため池は、農業用水施

設として重要な役割を果たしてきたが、近年では農業用水が設

備され、ため池の利用価値も希薄化している。これらのため池

は、斜樋、底樋管等の取水設備や余水吐も老巧化して機能が低

下しており、堤体からの漏水も多く、決壊の危険性をもってい

る。今後は、緊急ため池点検調査を踏まえ、ため池改修事業を

その規模に応じて県と市の事業に分けて実施し、管理者に対し

ても安全対策を啓発する。 

 

第２４節 公害対策計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 全般 

（１）公害関係法及び三重県生活環境の保全に関する条例に

基づく特定（又は指定）施設設置届出義務の周知と徹底 

（２）快適環境審議会による評価 

（３）公害の監視、測定体制の整備 

（４）公害防止対策の資料とするための実態調査の推進 

 

４ 措 置 

三重県関係部局と連携し、指導体制の強化、災害の防止

に努める。 

（１）規制基準に適合しない施設の構造又は使用、あるいは

排出物（騒音、振動等を含む。）の処理についての改善及

び改善命令 

 

第２５節 低湿地対策計画（風水害等） 

第３項 対  策 

２ 防災重点農業用ため池対策 

市内には58箇所の防災重点用農業用ため池がある。ため池

は、農業用水施設として重要な役割を果たしてきたが、近年で

は農業用水施設が整備され、ため池の利用価値も希薄化してい

る。これらのため池は、斜樋、底樋管等の取水設備や余水吐も

老巧化して機能が低下しており、堤体からの漏水も多く、決壊

の危険性をもっている。今後は、緊急ため池点検調査を踏ま

え、ため池改修事業をその規模に応じて県と市の事業に分けて

実施し、管理者に対しても安全対策を啓発する。 
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第２６節 都市型水害予防計画（風水害等） 

第３項 対  策 

１０ 水災危機管理、被害軽減対策 

（１）避難者支援のための資機材、物資の確保  

食料、毛布等避難者支援用資機材について、浸水によ

る輸送が困難と予想される避難所については耐水性を考

慮した保管場所を確保する。また、避難者を救出するた

めにボート等の確保に努める。 

（２）自動車被害の軽減 

浸水時の通行困難箇所を点検し、当該箇所での自動車

交通利用の危険度を住民に周知する。 

（３）水災廃棄物対策  

浸水により使用できなくなった家電製品、畳、家具等

の水災廃棄物が大量に出ることが予想されるためあらか

じめ廃棄物処理計画を検討する。 

 

 

第２６節 都市型水害予防計画（風水害等） 

第３項 対  策 

１０ 水災危機管理、被害軽減対策 

（１）避難者支援のための資機材、物資の確保  

食料、毛布等避難者支援用資機材について、浸水によ

る輸送が困難と予想される避難所については耐水性を考

慮した保管場所を確保する。また、避難者を救出するた

めにボート等の確保に努める。 

（２）自動車被害の軽減 

浸水時の通行困難箇所を点検し、当該箇所での自動車

交通利用の危険度を住民に周知する。 

（３）水災廃棄物対策  

水害により発生した災害廃棄物（家電製品、畳、家具

等）を迅速かつ適切に処理し、生活環境を保全するた

め、名張市災害廃棄物処理計画に基づく円滑な処理体制

の整備を進める。 
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第２７節 建築物等災害予防計画（震災） 

第１項 計画目標 

２ 技術者の養成 

既存建築物の耐震診断、耐震改修を推進するため、建築士等

に対して講習会を支援し、技術者の養成を図る。 

（１）被災建築物応急危険度判定士の養成 

建築物の余震による倒壊や落下物による二次災害の防止を

図るため、関係団体と連携し、県が実施する建築士等を対象

とした被災建築物応急危険度判定士養成講習会に協力し、被

災建築物応急危険度判定士の養成に努める。 

また、市が判定を実施する際に、支援本部及び災害対策本

部と判定士との連絡調整を行う応急危険度判定コーディネー

ターの確保に努める。 

 

３ 老朽住宅密集市街地に係る地震防災対策 

老朽木造住宅密集地域等の都市基盤未整備の市街地において

火災が発生すれば広範な焼失が生じる可能性が高いことから、

建築物の更新を図りつつ、避難地、避難路、公園等の防災施設

が適切に確保された市街地の面的整備を推進し、都市の防火性

の向上を図るとともに、各戸の住宅については、名張市木造住

宅耐震診断支援事業及び耐震補強補助事業を推進し、地震防災

対策の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

第２７節 建築物等災害予防計画（震災） 

第１項 計画目標 

２ 技術者の養成 

既存建築物の耐震診断、耐震改修を推進するため、建築士等

に対して講習会を支援し、技術者の養成を図る。 

（１）被災建築物応急危険度判定士の養成 

建築物の余震による倒壊や落下物による二次災害の防止

を図るため、関係団体と連携し、県が実施する建築士等を対

象とした被災建築物応急危険度判定士養成講習会に協力し、

被災建築物応急危険度判定士の養成に努める。 

また、市が判定を実施する際に、支援本部及び災害対策本

部と判定士との連絡調整を行う応急危険度判定調整員の確

保に努める。 

 

３ 老朽住宅密集市街地に係る地震防災対策 

老朽木造住宅密集地域等の都市基盤未整備の市街地において

火災が発生すれば広範な焼失が生じる可能性が高いことから、

建築物の更新を図りつつ、避難地、避難路、公園等の防災施設

が適切に確保された市街地の面的整備を推進し、都市の防火性

の向上を図るとともに、各戸の住宅については、名張市木造住

宅耐震診断等事業及び名張市木造住宅耐震補強等事業を推進

し、地震防災対策の向上を図る。 
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第３章 災害応急対策計画 

第１節 活動体制（共通） 

３  市の活動体制  

（１）災害対策本部 

＜地震＞ 

（ア）市域に震度５弱以上の地震が発生したとき。 

（イ）県内市町又は隣接市町村若しくは相互応援協定都市で

震度５強以上の地震が発生したとき。 

（ウ）南海トラフ地震に関連する情報のうち、南海トラフ地

震臨時情報（巨大地震警戒・巨大地震注意）が発表

されたとき。 

（エ）その他地震に関する災害で、市長が必要と認めたとき 

 

４  連絡系統の確保等  

（１）市長等幹部職員の連絡系統 

市長等幹部職員への連絡系統は以下のとおりとする。 

勤務時間内は、庁内放送、電話、電子メール、市防災行政

無線等とする。 

勤務務時間外は、電話、職員向け安否参集確認システム等

とする。 

（２）指揮命令系統の確立 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 災害応急対策計画 

第１節 活動体制（共通） 

３  市の活動体制  

（１）災害対策本部 

＜地震＞ 

（ア）市域に震度５弱以上の地震が発生したとき。 

（イ）県内市町又は隣接市町村若しくは相互応援協定都市

で震度５強以上の地震が発生したとき。 

（ウ）南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表さ

れたとき。 

（エ）南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表さ

れた場合で市長が必要と認めたとき。 

（オ）その他地震に関する災害で、市長が必要と認めたとき 

 

４  連絡系統の確保等  

（１）市長等幹部職員の連絡系統 

市長等幹部職員への連絡系統は以下のとおりとする。 

勤務時間内は、庁内放送、電話、電子メール、市防災行政

無線等とする。 

勤務務時間外は、電話、市公式ＬＩＮＥ等とする。 

（２）指揮命令系統の確立 

 

 

 

 

 

 

巨大地震「注意」

と「警戒」に区分

して対応を記述 
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・市立病院独立

法人化に伴い市

災害対策本部組

織から除外 

 

・職名の変更に
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独立行政法人化

に伴い市立病院

を市組織から分

離 
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第２節 災害対策要員の確保（共通）  

第１項 防災目標  

○大規模災害発生時において、緊急に必要となる膨大な応急対策業

務を迅速かつ確実に処理するため、災害対策要員の確保を図る。  

 

第３項 対 策  

１ 配備の伝達  

（１）伝達経路  

ア 勤務時間内  

勤務時間内において、災害対策本部長から配備指令が出さ

れた場合は、危機管理室より速やかに庁内メール等で災害対

策本部各部長等を経て各職員に伝達する。  

イ 勤務時間外  

勤務時間外において、災害対策本部長から配備指令が出され

た場合は、危機管理室より速やかにＡＳＫメール等で所属す

る災害対策本部要員等に伝達する。なお、伝達方法につい

ては、訓練を実施し改善を図るものとする。  

第２節 災害対策要員の確保（共通）  

第１項 防災目標  

○大規模災害発生時において、緊急に必要となる膨大な応急対策業

務を迅速かつ確実に処理するため、災害対策要員の確保を図る。  

 

第３項 対 策  

１ 配備の伝達  

（１）伝達経路  

ア 勤務時間内  

勤務時間内において、災害対策本部長から配備指令が出

された場合は、危機管理室より速やかに庁内メール等で災

害対策本部各部長等を経て各職員に伝達する。  

イ 勤務時間外  

勤務時間外において、災害対策本部長から配備指令が出さ

れた場合は、危機管理室より速やかに市公式ＬＩＮＥ等で所

属する災害対策本部要員等に伝達する。なお、伝達方法に

ついては、訓練を実施し改善を図るものとする。 
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３ 本部員の動員及び災害時相互応援 

（１）本部員の動員 

ア 本部員の確保等 

統括監は、総務部長及び各部長と協議して、各部の要員

の確保に必要な措置をとるものとする。 

イ 各部長は、休日、夜間等における班長（各室長）及び班

員の動員を速やかに行えるようあらかじめ職員への連絡手

段を講じておくものとする。 

ウ 勤務時間外における職員の招集 

（ア）勤務時間外における職員の招集のための連絡通知は、

電話やＡＳＫメール等最も速やかに行える方法によると

ともに、事前に各部各班において、各職員に対する参集

場所を通知し、伝達時間の短縮を図り、確実に伝わる連

絡方法を確立しておく。 

 

第４節 災害派遣・応援要請（共通） 

第３項 対 策 

１ 災害派遣・応援要請の基準  

（１）災害が発生し、市災害対策本部だけでは、市民の生命、財

産の保護が困難で関係機関の出動・広域応援が必要と認めら

れるとき。 

（２）自衛隊遣要請 

≪派遣要請の基準：３原則（公共性、緊急性、非代替性）

≫ 

ア 災害が発生し、生命、財産を保護するための災害応急対

策の実施が必要な場合であって、自衛隊以外の機関で不可

能または困難であると認められるとき。 

 

３ 本部員の動員及び災害時相互応援 

（１）本部員の動員 

ア 本部員の確保等 

なばりの未来創造部長は、総務部長及び各部長と協議し

て、各部の要員の確保に必要な措置をとるものとする。 

イ 各部長は、休日、夜間等における班長（各室長）及び班

員の動員を速やかに行えるようあらかじめ職員への連絡手

段を講じておくものとする。 

ウ 勤務時間外における職員の招集 

（ア）勤務時間外における職員の招集のための連絡通知は、

電話や市公式ＬＩＮＥ等最も速やかに行える方法による

とともに、事前に各部各班において、各職員に対する参

集場所を通知し、伝達時間の短縮を図り、確実に伝わる

連絡方法を確立しておく。 

 

第４節 災害派遣・応援要請（共通） 

第３項 対 策 

１ 災害派遣・応援要請の基準  

（１）災害が発生し、市災害対策本部だけでは、市民の生命、財

産の保護が困難で関係機関の出動・広域応援が必要と認めら

れるとき。 

（２）自衛隊災害派遣要請 

≪派遣要請の基準：３原則（公共性、緊急性、非代替性）

≫ 

ア 災害が発生し、生命、財産を保護するための災害応急

対策の実施が必要な場合であって、自衛隊以外の機関で

不可能または困難であると認められるとき。 

 

 

 

職名の変更に伴

い修正 

 

 

 

 

 

ASK メールのサ

ービス停止に伴

う修正 

 

 

 

 

 

 

用語の適正化 
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10 その他の防災機関が実施する対策（自衛隊の対策） 

（２）災害派遣時に実施する救援活動(防衛省防災業務計画第三 

８災害派遣時に実施する救援活動) 

ア 被害状況の把握(車両、航空機による偵察)  

イ 避難の援助(誘導、輸送) 

       中略 

カ 道路及び水路の啓開(障害物除去等) 

キ 応急医療、救護及び防疫 

ク 人員及び物資の緊急輸送 

ケ 炊飯及び給水の支援 

コ 救助物資の無償貸付又は譲与  

サ 危険物の保安及び除去 

（４）連絡員（リエゾン）の派遣 

災害時及び警戒宣言が発令された場合、県又は、市災害

対策本部に連絡員（リエゾン）を派遣し、災害対策本部と

の調整・連絡に当たらせるものとする。 

 

第７節 被害情報収集・連絡活動（共通） 

第３項 対 策 

５ 通信ボランティアの活用  

（２）ボランティアの募集 

ア アマチュア無線家のボランティア募集は、名張アマチュ

ア無線クラブのほか、日本アマチュア無線連盟三重県支部

及び日本赤十字社三重県支部無線奉仕団の協力を得て行

う。 

イ インターネットやパソコン通信利用者のボランティア活

用は、平常時から市ホームページ等を通じて協力を促すも

のとする。 

10 その他の防災機関が実施する対策（自衛隊の対策） 

（２）災害派遣時に実施する救援活動(防衛省防災業務計画第三 

１０災害派遣時に実施する救援活動) 

ア 被害状況の把握(車両、航空機による偵察)  

イ 避難の援助(誘導、輸送) 

       中略 

カ 道路及び水路の啓開(障害物除去等) 

キ 応急医療、救護及び防疫 

ク 人員及び物資の緊急輸送 

ケ 給食、給水及び入浴支援 

コ 救助物資の無償貸付又は譲与  

サ 危険物の保安及び除去等 

（４）連絡員（リエゾン）の派遣 

災害時、県又は、市災害対策本部に連絡員（リエゾン）

を派遣し、災害対策本部との調整・連絡に当たらせるもの

とする。 

 

第７節 被害情報収集・連絡活動（共通） 

第３項 対 策 

５ 通信ボランティアの活用  

（２）ボランティアの募集 

ア アマチュア無線家のボランティア募集は、名張アマチュ

ア無線クラブ、災害ボランティアバイク無線隊のほか、日

本アマチュア無線連盟三重県支部及び日本赤十字社三重県

支部無線奉仕団の協力を得て行う。 

イ 通信ボランティアの募集は、平常時から市ホームページ

等を通じて協力を促すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

防衛省業務計画

の修正に伴い整

合 

 

警戒宣言の廃止

伴い修正 

 

 

災害協定に基づ

き総合防災訓練

に参加している

バイク無線隊を

追記 

 

パソコン通信等

時代に適合しな

い表記の是正 
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第８節 通信運用計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 通信手段の確保 

（４）非常通信 

災害が発生し、又は発生のおそれがあるとき、他の通

信機関が途絶又は輻輳しているときは、非常通信を利用

して通信するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 通信途絶時の対応 

災害により通信が途絶又は途絶のおそれがあるときは、避

難指示等の重要な情報を住民に伝達するため、市は防災行政

無線による情報伝達ができない地域等に対し、広報車やメー

ル配信サービス、インターネットホームページ等を通じて周

知を図る。 

第８節 通信運用計画（共通） 

第３項 対  策 

１ 通信手段の確保 

（４）非常通信 

災害が発生し、又は発生のおそれがあるとき、他の通

信機関が途絶又は輻輳しているときは、非常通信を利用

して通信するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 通信途絶時の対応 

災害により通信が途絶又は途絶のおそれがあるときは、避

難指示等の重要な情報を住民に伝達するため、市は防災行政

無線による情報伝達ができない地域等に対し、広報車や市公

式ＬＩＮＥ、市ホームページ等を通じて周知を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

衛星携帯電話の

サービス停止に

伴う修正 
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第９節 避難対策活動（共通） 

第１項 防災目標  

○大規模災害発生時には多数の被災者が生じることが想定さ

れるため、地域住民の安全確保のために可能な限りの措置

をとる。 

○多くの住宅が全壊（焼）、半壊（焼）することが想定され

るため、避難者の一次的な生活を確保するとともに、避難

生活を適切に支援する。 

 

第３項 対  策 

７ 避難指示等の内容及びその周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９節 避難対策活動（共通） 

第１項 防災目標  

○大規模災害発生時には多数の被災者が生じることが想定さ

れるため、地域住民の安全確保のために可能な限りの措置

をとる。 

○多くの住宅が全壊（焼）、半壊（焼）することが想定され

るため、避難者の一時的な生活場所を確保するとともに、

避難生活を適切に支援する。 

 

第３項 対  策 

７ 避難指示等の内容及びその周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

市公式ＬＩＮＥ

の追記 
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（２）避難の周知徹底 

イ 住民等に対する周知 

（ア）指示等の周知徹底 

避難の指示をしたとき又はその通知を受けたときは、

関係機関と協力して以下の手段その他の実情に即した

方法で、その周知徹底を図るものとする。 

ａ 緊急メール、防災ラジオ、災害時情報共有システム

（Ｌアラート）等による周知 

 

 

１１ 避難誘導 

（５）避難行動要支援者等の福祉避難所等への避難など、避難者

の移動及び輸送が必要になった場合は、市が手配した車両

により避難者を移送するものとする。移送に当たっては、

必要に応じ名張警察署と連携を図るとともに、移送道路の

整理警戒等の措置を要請するものとする。 

（６）避難行動要支援者の避難誘導 

災害発生時において、高齢者、障害者等の避難行動要支援

者は迅速・的確な行動がとりにくいため、避難誘導において

取り残される等の危険性がある。そこで、避難行動要支援者

を適切に避難誘導するため、「名張市災害時要援護者（避難

行動要支援者）支援制度」に基づき、平常時より地域づくり

組織、区長・自治会長、民生委員・児童委員等を中心に地域

の避難行動要支援者の状況を把握するとともに、災害時にお

いて避難誘導をバックアップするための連携体制の整備を図

るものとする。 

 

 

 

 

（２）避難の周知徹底 

イ 住民等に対する周知 

（ア）指示等の周知徹底 

避難の指示をしたとき又はその通知を受けたときは、

関係機関と協力して以下の手段その他の実情に即した

方法で、その周知徹底を図るものとする。 

ａ 緊急速報メール、市公式 LINE、防災ラジオ、災害時

情報共有システム（Ｌアラート）等による周知 

 

 

１１ 避難誘導 

（５）避難行動要支援者等の福祉避難所等への避難など、避難者

の移動及び輸送が必要になった場合は、避難者家族の車両

などによるほか、必要な場合には市が手配した車両により

避難者を移送するものとする。移送に当たっては、必要に

応じ名張警察署と連携を図るとともに、移送道路の整理警

戒等の措置を要請するものとする。 

（６）避難行動要支援者の避難誘導 

災害発生時において、高齢者、障害者等の避難行動要支援

者は迅速・的確な行動がとりにくいため、避難誘導において

取り残される等の危険性がある。そこで、避難行動要支援者

を適切に避難誘導するため、「名張市避難行動要支援者支援

制度」に基づき、平常時より地域づくり組織、区長・自治会

長、民生委員・児童委員等を中心に地域の避難行動要支援者

の状況を把握するとともに、災害時において避難誘導をバッ

クアップするための連携体制の整備を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

市公式 LINE の

追記 

 

 

 

 

基本的には家族

等や地域の車両

で対応し、困難

な場合は市が対

応 

 

 

 

 

制度名の変更に

伴い修正 
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１２ 避難所の開設及び運営  

（１）避難所及び一時避難場所 

イ 一時避難場所とは、風水害や地震などの災害による家屋

倒壊、火災発生、堤防等の決壊により危険な場合に、応急

処置として一時的に立ち退いて危険を避ける場所。原則と

して、一時避難場所では救助活動は行わない。 

（３）設置の方法 

ア 避難所はあらかじめ施設を指定するものとする。ま

た、必要があればあらかじめ指定された施設以外に、

土砂災害等の危険箇所に配慮し、施設の管理者の同意

を得て避難所として開設する 

ウ 避難所を開設したときは、その旨を公示し、責任者を任

命して、避難所に収容すべき者を誘導し、保護しなければ

ならない。市民が市長の指示に基づかず、自主的に親戚、

縁者等の家屋に集団で避難して、そこを避難所と称して

も、これを本計画に定める避難所と認めることはできない 

（５）運営管理 

避難所の運営に当たっては、・・・特に次の点に留意し

て、適切な管理を行う。 

ア 避難所における情報の伝達、食料等の配布、清掃等

について、避難者、住民、自主防災組織等の協力が得ら

れるように努めるとともに、必要に応じて、県、他の市

町に対し協力を求めるものとする。 

１２ 避難所の開設及び運営  

（１）避難所及び一時避難場所 

イ 一時避難場所とは、風水害や地震などの災害による家屋

倒壊、火災発生、堤防等の決壊により危険な場合に、応急

処置として一時的に立ち退いて危険を避ける場所。 

 

（３）設置の方法 

ア 避難所はあらかじめ施設を指定するものとする。ま

た、必要があればあらかじめ指定された施設以外に、

土砂災害警戒区域等に配慮し、施設の管理者の同意を

得て避難所として開設する 

ウ 避難所を開設したときは、その旨を公示し、責任者を

任命して避難所に収容すべき者を誘導し、保護しなけれ

ばならない。 

 

（５）運営管理 

避難所の運営に当たっては、・・・特に次の点に留意し

て、適切な管理を行う。 

   ア 良好な生活環境を確保するためにあらかじめ避難所内の

空間配置図、レイアウト図などの作成に努め、避難所に配

備された発電機、照明器具、パーティション、簡易ベッド

などの備品の活用を図るとともに、炊き出し等による栄養

バランスのとれた適温の食事の提供や携帯トイレの活用に

よる衛生環境の維持等の必要な措置を講じるように努め

る。 

   イ 避難所における情報の伝達、食料等の配布、清掃等

について、避難者、住民、自主防災組織等の協力が得ら

れるように努めるとともに、必要に応じて、県、他の

市町に対し協力を求めるものとする。 

 

 

公園等で応急救

護を実施しない

など誤解を与え

るため修正 

 

東日本大震災で

は後追いで避難

所として指定し

た事例があるた

め削除 

 

 

 

 

能登半島地震の

教訓を踏まえた 

避難所生活環境

の改善について

追記 

 

追記による項目

記号の修正 

以下同じ 



54 

 

章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第９節 

 

 

131 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

132 

イ 男性や女性、ＬＧＢＴ（性的少数者）のニーズの違いに

配慮しつつ、それぞれの視点に立って避難者のニーズの早

期把握に努めることとし、特に、更衣室や授乳室、誰もが

使用できるトイレの設置、生理用品等の女性による配布、

避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭、Ｌ

ＧＢＴのニーズ等、多様性に配慮した避難所の運営に努め

る。 

キ 避難所に配置する要員は、原則として２人とし、市の職員を

充てる。また、要員は避難所において特に要配慮者に配慮し、

概ね次の事項を実施する。  

（ア）負傷者に対する応急の救護及び搬送 

（イ）避難した者の人数や身元等の把握 

         中 略 

（コ）市災害対策本部との連絡調整 

（カ）コロナ禍における感染予防対策 

また、避難所運営に当たっては、避難所間の格差を生

じさせないように努める。 

 

（７）費用の限度 

災害救助法が適用された場合、避難所の設置及び収容の

ため支出する費用は次のとおりとする 

ウ 男性や女性、ＬＧＢＴ等のニーズの違いに配慮しつつ、

それぞれの視点に立って避難者のニーズの早期把握に努め

ることとし、特に、更衣室や授乳室、誰もが使用できるト

イレの設置、生理用品等の女性による配布、避難所におけ

る安全性の確保など、女性や子育て家庭、ＬＧＢＴのニー

ズ等、多様性に配慮した避難所の運営に努める。 

 

ク 避難所に配置する要員は、原則として２人とし、市の職員を

充てる。また、要員は避難所において特に要配慮者に配慮し、

概ね次の事項を実施する。  

（ア）負傷者に対する応急の救護及び搬送 

（イ）避難した者の人数や身元等の把握 

         中 略 

（コ）市災害対策本部との連絡調整 

（カ）感染予防対策 

また、避難所運営に当たっては、避難所間の格差を生

じさせないように努める。 

 

（７）費用の限度 

災害救助法が適用された場合、避難所の設置及び収

容のため支出する費用は次のとおりとする 

・等の追記 

・（ ）書き既出

のため削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウィ

ルス感染症に限

定した表記を修

正 

 

 

法令変更に伴い

修正 
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（10）ペットに対する対策 

近年、ペットは家族の一員として生活を共にしていること

から、避難所での生活においてもその対策が必要となる。基

本的に避難所では屋内にペットと同居して避難することは不

可能であるため、避難所の屋外の一角を基本にペットの避難

場所を設けることとし、市は、管理場所を検討するものとす

る。ペットの保護の方法は首輪、くさりを使用し、他の避難

者に迷惑が掛からないよう、飼い主が責任を持って管理する

こととする。 

（11）避難所外避難者対策 

車中泊等やむを得ず避難所に滞在することができない被災

者を想定し、避難所運営における避難所外避難者の対策を推

進する。 

 

１５ 避難所の閉鎖 

（１）災害の状況により、被災者が帰宅できる状態になっ

たと認めるときは、避難所の閉鎖を決定し、環境部、

救護部、教育部を通じて避難所に配置した職員に必要

な指示を与える。 

（２）避難所職員は、教育部の指示により被災者を帰宅さ

せるほか、必要な措置をとるものとする。 

（３）被災者のうち、住居が倒壊等により帰宅困難な者が

いる場合は、避難所を縮小して存続させる等の措置を

とるものとする。 

 

（10）ペットに対する対策 

近年、ペットは家族の一員として生活を共にしているこ

とから、避難所での生活においてもその対策が必要とな

る。基本的に避難所では屋内にペットと同居して避難する

ことは制約があるため、避難所の屋外の一角を基本にペッ

トの避難場所を設けることとし、市は、管理場所を検討す

るものとする。ペットの保護の方法は首輪、くさりを使用

し、他の避難者に迷惑が掛からないよう、飼い主が責任を

持って管理することとする。 

（11）避難所外避難者対策 

車中泊等やむを得ず避難所に滞在することができない被

災者や在宅避難者を想定し、避難所運営における避難所外

避難者の支援方策を推進する。 

 

１５ 避難所の閉鎖 

（１）災害の状況により、被災者が帰宅できる状態になっ

たと認めるときは、避難所の閉鎖を決定し、環境部、

救護部、教育部を通じて避難所に配置した職員に必要

な指示を与える。 

（２）避難所派遣職員は、教育部の指示により被災者を帰

宅させるほか、必要な措置をとるものとする。 

（３）被災者のうち、住居が倒壊等により帰宅困難な者が

いる場合は、避難所を縮小して存続させる等の措置を

とるものとする。 

 

 

空き教室等が確

保できた場合に

は同居避難の可

能性があるため 

 

 

 

 

在宅避難者への

対応を追記 

 

 

 

 

用語の適正化 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 10節 
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第１０節 消防救急活動（共通） 

第１項 防災目標  

○火災の予防、警戒及び鎮圧、救急業務を確実に遂行し、市民

の生命・身体・財産を確保する。 

○地震発生直後に、可能な限りの出火防止、初期消火及び延焼

拡大防止に努める。 

○同時多発火災や延焼拡大から市民の生命・身体を保護する。 

○消防本部は、火災の全体把握を行うとともに、消防本部内に

消防対策を設置し、消防部隊の重点的な部隊配置に努める。 

 

第２項 実施責任  

危機管理室・福祉子ども部・消防本部・市立病院 

 

第３項 対  策  

１ 消防活動 

（２）市長は、被害の規模が大きく、他市町の応援を必要とす

る場合に、消防組織法第 39 条、基本法第 68 条等の規定に

より、県及び近隣市町に対して応援出動を要請する。 

ア 市は、近隣市町の応援のみでは対応できないほど災害

が大規模な場合に、県、市町及び消防組合により締結し

ている「三重県内消防相互応援協定」に基づき、県内相

互応援隊の応援出動を要請する。 

 

２ 林野火災空中消火活動  

（１）空中消火の実施 

ア 初動体制 

（ア）災害情報等の報告 

市長等は、地域防災計画等の定めるところにより災

害情報等を報告する。 

第１０節 消防救急活動（共通） 

第１項 防災目標  

○火災の予防、警戒及び鎮圧、救急業務を確実に遂行し、市民

の生命・身体・財産を確保する。 

○地震発生直後に、可能な限りの出火防止、初期消火及び延焼

拡大防止に努める。 

○同時多発火災や延焼拡大から市民の生命・身体を保護する。 

○消防本部は、火災の全体把握を行うとともに、消防本部内に

警防本部を設置し、消防部隊の重点的な部隊配置に努める。 

 

第２項 実施責任  

危機管理室・福祉子ども部・消防本部 

 

第３項 対  策  

１ 消防活動 

（２）市長は、被害の規模が大きく、他市町の応援を必要とす

る場合に、消防組織法第 39 条、基本法第 68 条等の規定

により、県及び近隣市町に対して応援出動を要請する。 

ア 市は、近隣市町の応援のみでは対応できないほど災害

が大規模な場合は、「三重県内消防相互応援協定」に基

づき、県内相互応援隊の応援出動を要請する。 

 

 

２ 林野火災空中消火活動  

（１）空中消火の実施 

ア 初動体制 

（ア）災害情報等の報告 

市長等は、地域防災計画等の定めるところにより災

害情報等を報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

用語の適正化 

 

独立行政法人化

に伴い市組織か

らの分離 
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（イ）空中消火基地の選定及び設定 

空中消火基地の選定に当たっては、火災現場に近

く、資機材等輸送のため大型車両等の進入が容易であ

り、100 トン以上の水源を有し、毎分 1 トンの取水が

可能な平坦な場所を選定する。  

空中消火基地のうち、離着陸場所（ヘリポート）の

設定については、第３章第４３節「自衛隊災害派遣要

請」に定める所要の措置をとる。 

ウ 派遣要請 

（ア）県防災ヘリコプターの派遣要請 

市長等は、林野火災が発生し、人命の危険、その他重

大な事態となるおそれのあるときは、県防災ヘリコプ

ターの応援を要請することができる。 

応援を要請する場合は第３章 19 節「県防災ヘリコ

プター活用計画」の手続により行う。 

 

３ 救急活動 

（２）市は、多数の傷病者が発生し、他市町の応援を必要とす

る場合、消防活動同様、協定に基づき、県及び近隣市町に

対し応援出動を要請する。 

ア あらかじめ消防相互応援協定を締結している近隣市

町は、当該協定の定めるところにより応援出動する。 

イ 近隣市町の応援のみでは対応できないほど多数の傷

病者が発生した場合には、県、市町及び消防組合により

締結している「三重県内消防相互応援協定」に基づき、

県内相互応援隊の応援出動を要請する。 

 

（イ）空中消火基地の選定及び設定 

空中消火基地の選定に当たっては、火災現場に近

く、資機材等輸送のため大型車両等の進入が容易であ

り、100 トン以上の水源を有し、毎分 1 トンの取水が

可能な平坦な場所を選定する。  

空中消火基地のうち、離着陸場所（ヘリポート）の

設定については、第３章第４節第３項１（２）「自衛

隊災害派遣要請」に定める所要の措置をとる。 

ウ 派遣要請 

（ア）県防災ヘリコプターの派遣要請 

市長等は、林野火災が発生し、人命の危険、その他重

大な事態となるおそれのあるときは、県防災ヘリコプ

ターの応援を要請することができる。 

応援を要請する場合は第３章 19 節「県防災ヘリコ

プター活用計画」の手続により行う。 

 

３ 救急活動 

（２）市は、多数の傷病者が発生し、他市町の応援を必要とす

る場合、消防活動同様、協定に基づき、県及び近隣市町に

対し応援出動を要請する。 

ア あらかじめ消防相互応援協定を締結している近隣市

町は、当該協定の定めるところにより応援出動する。 

イ 近隣市町の応援のみでは対応できないほど多数の傷

病者が発生した場合には、「三重県内消防相互応援協定」

に基づき、県内相互応援隊の応援要請をする。 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 12 節 

 

140 

第１２節 医療・救護活動（共通） 

第１項 防災目標 

○り災者の生命、身体の保護に当たっては、災害現場、現地医療、

後方医療の各フェーズで的確な医療活動を行う。 

○現場医療においては、トリアージ及び応急処置を中心に行う。 

○後方医療においては、主に重傷者に対する迅速な高度医療を提

供する。 

○南海トラフ地震等の大規模な地震が発生した場合、市内の医療

機関における対応力を上回る負傷者が発生することが想定され

るため、効率的な医療・救護活動が必要となる。 

 

第２項 実施責任 

危機管理室・福祉子ども部・消防本部・市立病院 

 

第３項 対  策 

１ 実施体制 

市は、一般社団法人名賀医師会との災害救護活動協定に基づ

き、速やかに救護活動の要請を行う。 

医療救護班を中心として活動する他、ＤＭＡＴ（災害派遣医

療チーム）の受入れ、派遣にも協力する。 

 

 

第１２節 医療・救護活動（共通） 

第１項 防災目標 

○り災者の生命、身体の保護に当たっては、災害現場、現地医療、

後方医療の各フェーズで的確な医療活動を行う。 

○現場医療においては、トリアージ及び応急処置を中心に行う。 

○後方医療においては、主に重傷者に対する迅速な高度医療を提

供する。 

○南海トラフ地震等の大規模な地震が発生した場合、市内の医療

機関における対応力を上回る負傷者が発生することが想定され

るため、効率的な医療・救護活動が必要となる。 

 

第２項 実施責任 

危機管理室・福祉子ども部・消防本部 

 

第３項 対  策 

１ 実施体制 

市は、災害時における名張市立病院が実施する災害医療に関

する協定及び一般社団法人名賀医師会との災害救護活動協定に

基づき、速やかに医療・救護活動に係る協力の要請を行う。 

医療救護班を中心として活動する他、ＤＭＡＴ（災害派遣医

療チーム）の受入れ、派遣にも協力する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市立病院独立行

政法人化に伴い

市組織からの除

外 

 

協定により独立

行政法人化の連

携体制を確保す
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 13節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 

第 15節 

 

 

 

 

 

第３章 

第 16節 
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第１３節 局地的災害応急対策（風水害等） 

第３項 対  策 

４ 廃棄物処理対策  

浸水により使用できなくなった家電製品、畳、家具等の廃棄物

が大量に出ることが予想されるため、廃棄物の発生状況を把握し、

その処理について伊賀南部環境衛生組合に要請するものとする。

また、市内業者の協力も得て、市内で処理が可能な量については

処分する。ただし、市内での処理が困難な場合は、県へ応援要請を

する。 

 

６ 避難対策 

「第３章第８節 避難対策活動」による。 

 

表中  

208-23 桔梗１体育館グランド 

 

表外注記 

※名張中央公園駐車場を使用する際は、乗馬クラブ(63－6091)へ 

連絡すること 

 

 

第１６節 障害物除去活動（共通） 

７ 災害救助法が適用された場合 

（２）方 法 

障害物の除去は、現物給付をもって実施するのものである。

現物給付とは、除去するために必要なロープ、スコップ及び

機械器具等の材料を現物で支給するという意味ではなく、住

み得る状態にすることである。 

第１３節 局地的災害応急対策（風水害等） 

第３項 対  策 

４ 廃棄物処理対策  

局地的災害により発生した災害廃棄物（家電製品、畳、家具等）

等を迅速かつ適切に処理し、生活環境を保全するため、名張市災

害廃棄物処理計画に基づく円滑な処理体制の整備を進める。 

 

 

 

 

６ 避難対策 

「第３章第９節 避難対策活動」による。 

 

表中 208-23 英心高等学校桔梗が丘校グランド 

 

表外注記 

※名張中央公園駐車場を使用する際は、Riding club CARECA(63－

6091)へ連絡すること 

 

 

第１６節 障害物除去活動（共通） 

７ 災害救助法が適用された場合 

（２）方 法 

障害物の除去は、現物給付をもって実施するものである。

現物給付とは、除去するために必要なロープ、スコップ及び

機械器具等の材料を現物で支給するという意味ではなく、住

み得る状態にすることである。 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 
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第 19 節 
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第１９節 県防災ヘリコプター活用計画（共通） 

２ 防災ヘリコプターの応援要請 

（３）緊急時応援要請連絡先 

 

 

 

 

 

 

第２０節 危険物施設等応急対策（共通） 

第３項 対  策 

１ 危険物製造所等 

（１）事故等発生時の緊急措置 

オ 他市町に対する応援要請 

火災の規模が大きくなり、自己の消防力等では対処で

きない場合は、消防組織法第 39 条の規定により締結し

ている「三重県内消防相互応援協定」により、他の市町

に対して応援を要請する。 

カ 県に対する自衛隊の災害派遣要請の依頼 

自衛隊の派遣要請が必要な事態が生じた場合は、「第

３章 第３節 災害派遣・応援要請」に準じ、県に対して

自衛隊の災害派遣要請を行う。 

 

 

２ ガス施設等 

（１）事故等発生時の緊急措置 

エ 他市町に対する応援要請 

火災の規模が大きくなり、自己の消防力等では対

処できない場合は、消防組織法第 39 条の規定により

第１９節 県防災ヘリコプター活用計画（共通） 

２ 防災ヘリコプターの応援要請 

（３）緊急時応援要請連絡先 

 

 

 

 

 

 

第２０節 危険物施設等応急対策（共通） 

第３項 対  策 

１ 危険物製造所等 

（１）事故等発生時の緊急措置 

オ 消防応援要請 

災害の規模が大きくなり、自己の消防力等では対処で

きない場合は、消防組織法第 39 条の規定により締結し

ている「三重県内消防相互応援協定」に基づき県内相互

応援隊の応援要請をする。さらに、災害の規模に応じて

消防組織法第 45 条に規定する緊急消防援助隊を応援要

請する。 

カ 県に対する自衛隊の災害派遣要請の依頼 

自衛隊の派遣要請が必要な事態が生じた場合は、「第

３章 第４節 災害派遣・応援要請」に準じ、県に対して

自衛隊の災害派遣要請を行う。 

２ ガス施設等 

（１）事故等発生時の緊急措置 

エ 消防応援要請 

災害の規模が大きくなり、自己の消防力等では対処

できない場合は、消防組織法第 39 条の規定により締
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締結している「三重県内消防相互応援協定」により、

他の市町に対して応援を要請する。 

オ 県に対する自衛隊の災害派遣要請の依頼 

自衛隊の派遣要請が必要な事態が生じた場合は、

「第３章 第３節 災害派遣・応援要請」に準じ、県に

対して自衛隊の災害派遣要請を行う。 

 

 

 

３ 毒物・劇物災害応急対策 

（１）毒物劇物営業者、特定毒物研究者及び業務上取扱者は、

毒物劇物の流出及び飛散等の事故が発生した場合、回収そ

の他の保健衛生上の危害防止に必要な措置を講ずるととも

に、伊賀保健所、名張警察署又は名張消防署に届け出るも

のとする（毒物及び劇物取締法第16条の２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結している「三重県内消防相互応援協定」に基づき県

内相互応援隊の応援要請をする。さらに、災害の規模

に応じて消防組織法第 45 条に規定する緊急消防援助

隊を応援要請する。 

オ 県に対する自衛隊の災害派遣要請の依頼 

自衛隊の派遣要請が必要な事態が生じた場合は、

「第３章 第４節 災害派遣・応援要請」に準じ、県に

対して自衛隊の災害派遣要請を行う。 

 

３ 毒物・劇物災害応急対策 

（１）毒物劇物営業者、特定毒物研究者及び業務上取扱者は、

毒物劇物の流出及び飛散等の事故が発生した場合、回収その他

の保健衛生上の危害防止に必要な措置を講ずるとともに、伊賀

保健所、名張警察署又は名張消防署に届け出るものとする（毒

物及び劇物取締法第 17 条）。 

 

 

 

 

 

節番号の誤記修

正 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 21 節 

 

169 

第２１節 公共施設・ライフライン施設等応急対策（共通） 

第３項 対  策 

２ 水道 

（１）水道施設の復旧作業は、他のライフライン事業者（電気、

ガス、電話、情報供給機関）との連携を図りながら関係事

業者間の広域応援体制を確立し、その協力を得て早期復旧

に努めるものとする。 

（２）水道施設の復旧作業は、浄水施設、送水管、医療施設等

緊急を要する施設に供給する配水管及び重要な配水管な

どから優先的に実施するものとする。 

（３）水道施設の復旧については、必要に応じ、共同栓によ

る仮設給水を開始する。 

（４）被災の状況により、必要に応じ、仮設管を敷設する等

により早期復旧に努める。 

（５）これらの対策について、市の総力を上げても対応が困難

なときは、「三重県水道災害広域応援協定」に基づき、応

援又は協力を得て行うものとする。 

 

第２１節 公共施設・ライフライン施設等応急対策（共通） 

第３項 対  策 

２ 水道 

（１）水道施設の復旧作業は、他のライフライン事業者（電気、

ガス、電話、情報供給機関）との連携を図りながら関係事

業者間の広域応援体制を確立し、その協力を得て早期復旧

に努めるものとする。 

（２）水道施設の復旧作業は、浄水施設、送水管、医療施設等

緊急を要する施設に供給する配水管及び重要な配水管な

どから優先的に実施するものとする。 

（３）水道施設の復旧については、必要に応じ、共同栓によ

る仮設給水を開始する。 

（４）被災の状況により、必要に応じ、仮設管を敷設する等

により早期復旧に努める。 

（５）これらの対策について、市の総力を上げても対応が困難

なときは、「公益社団法人日本水道協会中部地方支部災害

時相互応援に関する協定」と「三重県水道災害広域応援協

定」に基づき、応援又は協力を得て行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協定の明記 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 25 節 

 

176 
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第２５節 給水活動（共通） 

第３項 対  策 

１ 実施体制 

災害発生により水道施設が損壊したときに、地域住民の生活

用水及び医療機関等の医療用水を確保するため、上下水道部の

危機管理対策マニュアルに基づき応急給水活動を実施するもの

とする。また、市は、水道、井戸等の給水施設が損壊し、飲料水

が汚染し、又は枯渇のために現に飲料水が得られない者に対し、

災害発生直後は、配水池等の備蓄水量により１人１日約３リット

ルの飲料水を供給するものとし、その後は、仮設給水栓設置等

により必要な生活水量を確保するものとする。この場合、市の総

力をあげても困難なときは、日本水道協会中部地方支部と「三重

県水道災害広域応援協定」に基づき、応援又は協力を得て行う

ものとする。 

また、独立行政法人水資源機構から可搬式浄水装置（５０㎥

／１日・約１６，０００人分）の手配を要請し、給水支援を受け

る。 

 

５ 給水の方法 

飲料水は、概ね次の方法によって供給するものとする。 

（１）給水方法は指定された給水拠点にて行うこととし、供給す

る飲料水は原則として水道水とする。 

（２）飲料水が汚染したと認められたときは、ろ過後消毒し、水

質検査を実施し、安全を確認した上で、飲料水として適する

場合のみ供給するものとする。 

（３）被災地の浄水場が損壊した場合は、最寄りの浄水場等から

給水車、容器等(給水タンク、ポリタンク)により運搬供給す

る。 

 

第２５節 給水活動（共通） 

第３項 対  策 

１ 実施体制 

災害発生により水道施設が損壊したときに、地域住民の生活

用水及び医療機関等の医療用水を確保するため、上下水道部の

危機管理対策マニュアルに基づき応急給水活動を実施するもの

とする。また、市は、水道、井戸等の給水施設が損壊し、飲料水

が汚染し、又は枯渇のために現に飲料水が得られない者に対し、

災害発生直後は、配水池等の備蓄水量により１人１日約３リッ

トルの飲料水を供給するものとし、その後は、仮設給水栓設置

等により必要な生活水量を確保するものとする。この場合、市の

総力をあげても困難なときは、公益社団法人日本水道協会中部

地方祭災害時相互応援に関する協定」と「三重県水道災害広域

応援協定」に基づき、応援又は協力を得て行うものとする。 

また、独立行政法人水資源機構から可搬式浄水装置（５０㎥

／日・約１６，０００人分）の手配を要請し、給水支援を受け

る。 

 

５ 給水の方法 

飲料水は、概ね次の方法によって供給するものとする。 

（１）給水方法は指定された給水拠点にて行うこととし、供給す

る飲料水は原則として水道水とする。 

（２）飲料水が汚染したと認められたときは、ろ過後消毒し、水

質検査を実施し、安全を確認した上で、飲料水として適する

場合のみ供給するものとする。 

（３）被災地の浄水場が損壊した場合は、最寄りの浄水場等から

給水車、容器等(給水タンク、給水袋により運搬供給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協定の明記 

 

 

表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状に即し、給

水袋に修正 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 25 節 

 

 

177 
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５ 給水の方法 

〔応急給水車両等〕 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 広報体制 

（１）被災後の広報については、住民に対して、断水の状況、給

水場所、応急給水方法、応急給水時間、応急復旧の見通し、

飲料水の衛生対策等について広報車、市防災行政無線を活用

して広報することにより、住民の不安解消に努めるものとす

る。 

（２）地域ごとの通水予定等の広報を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 給水の方法 

〔応急給水車両等〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 広報体制 

（１）被災後の広報については、住民に対して、断水の状況、給

水場所、応急給水方法、応急給水時間、応急復旧の見通し、

飲料水の衛生対策等について広報車、市防災行政無線、市ホ

ームページ、市公式ＬＩＮＥ等を活用して広報することによ

り、住民の不安解消に努めるものとする。 

（２）地域ごとの通水予定等の広報を行う。 

 

 

 

 

 

給水タンク 2000

ℓを削除 

簡易水槽を追記 

 

 

 

 

 

 

各種の広報媒体

について追記 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 26節 

179 第２６節 食料供給活動（共通） 

３ 応急食料の調達 

（１）食料の調達 

ア 市長は、災害救助法が発動された状況において、り災に

より災害救助用米穀等の緊急な供給を必要とするものの、

米穀の出荷又は販売事業の届出をした者から米穀を購入す

ることができないとき、又は届出事業者だけでは必要量を

確保することができないときは、直ちに災害救助用米穀等

緊急引渡申請書を伊賀農林事務所長を経由して知事に提出

し、災害救助用米穀等の緊急引渡しを要請するものとする。

災害救助法が適用された場合であって、交通・通信の途絶

のため知事の指示が受けられない場合は直接国等へ災害救

助用米穀の緊急引渡しを要請する。 

イ 副食物及び燃料については、市内業者と緊密な連絡をと

り、要求があれば直ちに供給できるようにする。 

 

第２６節 食料供給活動（共通） 

３ 応急食料の調達 

（１）食料の調達 

ア 市長は、災害救助法が発動された状況において、り災

により災害救助用米穀等の緊急な供給を必要とするも

のの、米穀の出荷又は販売事業の届出をした者から米穀

を購入することができないとき、又は届出事業者だけで

は必要量を確保することができないときは、直ちに災害

救助用米穀の引渡要請書を農林水産省農産局防疫課担

当者に提出し、災害救助用米穀の緊急引渡しを要請する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国通知に基づく

修正 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 29 節 

 

186 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２９節 清掃活動（共通） 

第３項 対  策 

１ 生活ごみ等処理 

（１）処理体制 

被害地域のごみの発生状況と、収集運搬体制及び処理施設

の稼動状況を総合的に判断して、適切な処理体制を敷くもの

とする。また、市は、日々大量に発生するごみの処理や一時

保管が困難とならないよう、住民に対して集積や分別の協力

依頼を行うものとする。処理機材、人員等については、可能

な限り市の現有の体制で対応することとするが、必要に応じ

て機材の借り上げ等を行うことにより迅速な処理を実施す

る。また、特に甚大な被害を受け、機材、人員等において処

理に支障が生ずる場合には、三重県災害等廃棄物処理応援協

定に基づいて応援を要請することとする。 

（２）処理の方法 

災害時に大量に排出される各種のごみ等により、被災者の

生活及び環境影響上に支障が生じることのないよう災害廃棄

物を迅速に収集処理する。なお、施設の能力低下やごみの大

量発生が予想される場合には、仮置場の確保、性状に応じた

処理順位の設定など、公衆衛生の確保と生活環境の保全に配

慮して行う。 

また、倒壊家屋等の除去作業においては、解体に伴う粉じ

んや騒音の発生抑止に十分配慮するとともに、できる限りの

分別排出とリサイクルに努める。 

（３）被災地が広大な場合の措置 

被災地が広大なときは、関係業者の協力を要請するととも

に、近隣市町及び県の対応を求めるものとする。 

 

 

第２５節 給水活動（共通） 

第３項 対  策 

１ 生活ごみ等処理 

（１）処理体制 

被害地域のごみの発生状況と、収集運搬体制及び処理施設

の稼動状況を総合的に判断して、適切な処理体制を敷くもの

とする。また、市は、日々大量に発生するごみの処理や一時

保管が困難とならないよう、住民に対して集積や分別の協力

依頼を行うものとする。処理機材、人員等については、可能

な限り本市の現有の体制で対応することとするが、必要に応

じて機材の借り上げ等を行うことにより迅速な処理を実施

する。また、特に甚大な被害を受け、機材、人員等において

処理に支障が生ずる場合には、三重県災害等廃棄物処理応援

協定に基づいて応援を要請することとする。 

（２）処理の方法 

処理施設の状況、各地域の被害や避難状況などの情報収

集を行い、収集が可能となる収集車両数、収集運搬ルート

や処分ルールを定め、迅速かつ計画的に家庭や避難所から

排出される生活ごみ等の収集・処分に努める。集積所はご

みステーション等を基本とし、避難所においては保管場所

を選定し、生活ごみ等の円滑な搬出のため、避難者にでき

る限りの分別排出や適正保管に対する協力を求める。 
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（４）応援の要請 

災害により被害を受け、その処理能力が減少し、又は停止

し、本市のみでごみ処理ができないときは、三重県災害等廃

棄物処理応援協定に基づき、近隣市町及び県の応援を求める

ものとする。 

 

２ 災害廃棄物処理 

（１）処理体制 

災害廃棄物の処理を担当する組織を速やかに設置し、災害

の規模、被災状況、災害廃棄物の発生量の推計、仮置場の設

置等を行い、名張市災害廃棄物処理実行計画により、適正か

つ迅速に処理を行う。 

また、甚大な被害が発生した場合においては、県への支援

要請の判断を速やかに行う。 

（２）処理の方法 

人の健康や生活環境への影響が大きいものを優先的に収集

運搬、処理処分を行う。 

また、災害廃棄物の仮置場への搬入段階から適切な分別と

可能な限りリサイクルに努め、廃棄物処理法等に基づき、適

正に処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害廃棄物処理 

（１）処理体制 

災害廃棄物の処理を担当する組織を速やかに設置し、災害

の規模、被災状況、災害廃棄物の発生量の推計、仮置場の設

置等を行い、名張市災害廃棄物処理実行計画により、適正か

つ迅速に処理を行う。 

また、処理機材、人員等が不足する場合や特に甚大な被害

を受けた場合など、本市のみで対応できないときは、三重県

災害等廃棄物処理応援協定に基づき、近隣市町及び県等の応

援を要請する。 

（２）処理の方法 

仮置場への搬入ルールを定め、場内での事故等の防止や適

切な分別によるリサイクルに努め、廃棄物処理法等に基づき

適正に処理を行う。 

なお、処理施設の能力低下やごみの大量発生が予想される

場合には、仮置場の性状、健康面への影響や火災リスク等に

応じた処理順位の設定など、公衆衛生の確保と生活環境の保

全に配慮しながら処理を行う。 

また、倒壊家屋等の除去作業においては、解体に伴う粉じ

んや騒音の発生抑止に十分配慮するとともに、できる限りの

分別排出とリサイクルに努める。 
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187 

 

 

３ し尿処理 

災害により、上下水道設備が破壊され水洗トイレが使用でき

なくなった場合は、し尿の収集見込量及び共同仮設トイレの必

要数を把握する。なお、共同仮設トイレの設置に当たっては、

高齢者、障害者に配慮する。また、収集方法については、し尿

汲取車により医療機関、避難所等緊急性の高いところから収集

する。 

（１）処理体制 

し尿の発生量について、発生箇所、利用人数等を総合的に

判断し、適切な処理体制を敷くものとする。特に、仮設トイ

レ、避難所の汲み取り便所については、貯蓄容量を越えるこ

とがないように配慮するものとする。（し尿の発生量は、一人

１日当たり 1.7 リットルを目安とする。）また、人員、器材が

不足する場合には、ごみ処理に準ずる。また、特に甚大な被

害を受けた場合、市で処理できないときは、三重県災害等廃

棄物処理応援協定に基づいて応援を要請することとする。 

 

４ 死亡獣畜の処理 

（１）処理方法 

死亡獣畜（牛、馬、豚、めん羊、山羊、鶏が死亡したもの

）の処理は、必要に応じ次のように行うものとする。 

ア 埋却 

埋却する穴は、死亡獣畜から地表面まで１メートル以上

の余地を残す深さとし、死亡獣畜の上には厚く生石灰その

他消毒薬を散布した後、土砂をもって覆うこと。 

イ 焼却 

十分な薪、わら、石油等を用い焼却させること。また、焼

却後残った灰等は土中に被覆すること。 

 

３ し尿処理 

災害により、上下水道設備が破壊され水洗トイレが使用でき

なくなった場合は、し尿の収集見込量及び共同仮設トイレの必

要数を把握する。なお、共同仮設トイレの設置に当たっては、

高齢者、障害者に配慮する。また、収集方法については、し尿

汲取車により医療機関、避難所等緊急性の高いところから収集

する。 

（１）処理体制 

し尿の発生量について、発生箇所、利用人数等を総合的に

判断し、適切な処理体制を敷くものとする。特に、仮設トイ

レ、避難所の汲み取り便所については、貯蓄容量を越えるこ

とがないように配慮するものとする。（し尿の発生量は、一人

１日当たり 1.7 リットルを目安とする。）また、人員、機材が

不足する場合や特に甚大な被害を受けた場合など、本市のみ

で処理できないときは、三重県災害等廃棄物処理応援協定に

基づき、近隣市町及び県等の応援を要請する。 

 

４ 死亡獣畜の処理 

（１）処理方法 

死亡獣畜（牛、馬、豚、めん羊、山羊、鶏が死亡したもの

）の処理は、必要に応じ次のように行うものとする。 

ア 埋却 

埋却する穴は、死亡獣畜から地表面まで１メートル以上

の余地を残す深さとし、死亡獣畜の上には厚く消石灰その

他消毒薬を散布した後、土砂をもって覆うこと。 

イ 焼却 

十分な薪、わら、石油等を用い焼却させること。また、焼

却後残った灰等は土中に被覆すること。 
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５ 住民・地域が実施する対策 

（１）し尿処理 

避難所の仮設トイレ等について、市の指示に従い、公衆衛

生の維持やし尿収集に協力する。 

（２）生活ごみ等処理 

避難所での生活ごみ等について、分別等市の指示を遵守す

る。 

また、家庭から排出する生活ごみや粗大ごみについて、 

市の指示する分別方法や排出場所等に従うよう協力するととも

に、ごみの野焼き、便乗ごみ、不法投棄を行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 住民・地域が実施する対策 

（１）し尿処理 

避難所の仮設トイレ等について、市の指示に従い、公衆衛

生の維持やし尿収集に協力する。 

（２）生活ごみ等処理 

家庭、避難所から排出する生活ごみ等の分別方法や排出場

所つい粗大ごみについて、市の指示する分別方法や排出場所

等について、市の指示を遵守する。また災害廃棄物回収時の

便乗ごみ排出及び野焼き等の不適正な処理を行わない。 

（３）災害廃棄物処理 

   仮置場への搬入時には、市が定める搬入ルールに従い、安

全で円滑な運営に協力する。 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 
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第３１節 文教対策（幼保園を含む）（共通） 

第１項 防災目標 

○大規模災害発生時には多数の避難者が発生し、小中学校等の教

育施設が避難所として使用されることが想定されるため、被災

後、これらの施設の教育機能を速やかに回復する。 

○市内文化財の被害を未然に防止するとともに被害拡大防止を図

る。 

 

第２項 実施責任 

福祉子ども部・教育委員会 

 

第３項 対 策 

１ 実施機関 

（１）市立小中学校、幼稚園等の応急教育及び教育施設の応急対

策は、教育委員会等が計画し実施する。 

（２）災害に対する市立小中学校、幼稚園等の措置については、

教育委員会の計画に基づき学校長、園長等が具体的な応急

対策を講じる。 

（３）教材、学用品の確保については市長が実施する。 

 

 

２ 応急計画の策定 

災害発生時における児童生徒等の安全及び教育施設の確保を

図るため、市教育委員会及び学校管理者等は、次に掲げる事項

について必要な計画を策定して、実施するものとする。 

（１）防災上必要な体制の整備 

災害発生時に迅速かつ適切な対応を行うため、各学校等に

おいては、平時より災害に備え職員等の任務の分担、相互の

連携、時間外における職員の参集等にかかる体制を整備する

第３１節 文教対策（保育施設等を含む）（共通） 

第１項 防災目標 

○大規模災害発生時には多数の避難者が発生し、小中学校等の教

育施設や保育施設等が避難所として使用されることが想定され

るため、被災後、これらの施設の教育機能を速やかに回復する。 

○市内文化財の被害を未然に防止するとともに被害拡大防止を図

る。 

 

第２項 実施責任 

福祉子ども部・教育委員会 

 

第３項 対 策 

１ 実施機関 

（１）小中学校、保育施設等の応急教育・保育及び施設の応急対

策は、福祉子ども部及び教育委員会等が計画し実施する。 

（２）災害に対する小中学校、保育施設等の措置については、福

祉子ども部及び教育委員会の計画に基づき施設管理者が具

体的な応急対策を講じる。 

（３）教材、学用品、保育用品等の確保については市長が実施す

る。 

 

２ 応急計画の策定 

災害発生時における児童生徒等の安全及び教育・保育施設の

確保を図るため、福祉子ども部及び教育委員会及び施設管理者

は、次に掲げる事項について必要な計画を策定して、実施する

ものとする。 

（１）防災上必要な体制の整備 

災害発生時に迅速かつ適切な対応を行うため、各施設にお

いては、平時より災害に備え職員等の任務の分担、相互の連

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育施設におけ

る対応を追記 
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ものとする。 

 

（２）児童生徒等の安全確保 

ア 在校(園)中の安全確保  

児童生徒・園児の安全を確保するため、危険が予想され

る場合は、教育長又は校長、園長、所長の判断で、次によ

り臨時休校（園）の措置をとる。 

（ア）災害が始業後に発生した場合は、早急に児童生徒等を帰

宅させることとし、その際は、危険防止等についての注意

事項を徹底させるとともに、必要に応じ教職員等が地区

別に付き添うものとする。 

なお、状況に応じて保護者等に連絡し引き渡すものと

し、幼稚園、保育所については必ず保護者に引き渡すも

のとする。ただし、保護者が不在の場合又は居住地域に

危険のおそれがあるときは、学校等で保護する。 

（イ）登校（園）前に休校（園）の措置をとったときは、直

ちにその旨を保護者、児童生徒等に連絡する。 

（ウ）校長等は、災害等で校舎等が危険であると判断する場

合は、直ちに教育委員会に報告し、適切な臨時避難の措

置を行い、教職員等が児童生徒等の誘導に当たる。 

イ 登下校時の安全確保 

（ア）登下校時の児童生徒等の安全を確保するため、情報収

集及びその伝達方法、児童生徒等の誘導方法、保護者と

の連携方法、緊急通学路の設定、及びその他登下校時の

危険を回避するための方法等について保護者との相談の

うえ対応策を定めておくとともに、そのことをあらかじ

め教職員、児童生徒等、保護者及び関係機関に周知徹底

を図る。 

（イ）発災後、児童生徒等を安全に下校させるため、学校

長等は、市及び児童生徒等が在住する各地域との情報

携、時間外における職員の参集等にかかる体制を整備するも

のとする。 

（２）児童生徒等の安全確保 

ア 在校(園)中の安全確保  

児童生徒の安全を確保するため、危険が予想される場合

は、市および教育長又は施設管理者の判断で、次により臨

時休校（園）の措置をとる。 

（ア）災害が始業後に発生した場合は、早急に児童生徒等を帰

宅させることとし、その際は、危険防止等についての注意

事項を徹底させるとともに、必要に応じ職員が地区別に

付き添うものとする。 

なお、状況に応じて保護者等に連絡し、保護者が不在

の場合又は居住地域に危険のおそれがあるときは、各施

設等で保護する。 

 

（イ）登校（園）前に休校（園）の措置をとったときは、直

ちにその旨を保護者、児童生徒等に連絡する。 

（ウ）施設管理者は、災害等で校舎等が危険であると判断す

る場合は、直ちに市または教育委員会に報告し、適切な

臨時避難の措置を行い、職員等が児童生徒等の誘導に当

たる。 

イ 登下校時の安全確保 

（ア）登下校時の児童生徒等の安全を確保するため、情報収

集及びその伝達方法、児童生徒等の誘導方法、保護者と

の連携方法、緊急通学路の設定、及びその他登下校時の

危険を回避するための方法等について保護者との相談

のうえ対応策を定めておくとともに、そのことをあらか

じめ職員、児童生徒等、保護者及び関係機関に周知徹底

を図る。 

（イ）発災後、児童生徒等を安全に帰宅させるため、施設管
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共有を図り、児童生徒の在住地域の安全を確認した上

で行うものとする。 

 

 

（３）夜間・休日等における対応 

公立小中学校・園の校長、園長及び学校防災計画であ

らかじめ指定された教職員等は、風水害等の発生を確認

次第、安全を確保しつつ被害情報の収集に努める。 

風水害等により児童生徒等に被害が見込まれる場合

は、児童生徒等の安否及び所在の確認に努め、市災害対

策本部に対し安否情報を報告する。 

（４）施設の防備 

文教施設、設備等を災害から防護するため、定期的に安

全点検を行い、危険箇所あるいは要補修箇所の早期発見に

努めるとともに、これらの補修改善に努める。 

 

３ 応急教育の実施 

文教施設、設備等の被災又は児童生徒等のり災により通常

の教育を行えない場合の応急教育は、本計画による。 

（１）教育施設の確保、教職員の確保(実施責任者) 

市立学校、市立学校以外の市の教育機関…市教育委員会 

私立学校…私立学校設置者 

 

（２）文教施設、設備等の応急対応 

被災施設の状況を速やかに把握し、関係機関との密接な

連絡の上、次の対策をとり、教育の低下をきたさないよう

に努める。 

ア 学校施設の危険度判定を行う。 

イ 校舎の被害が軽微なときは、速やかに応急修理を行

う。 

理者は、市及び児童生徒等が在住する各地域との情報共

有を図り、児童生徒の在住地域の安全を確認した上で

行うものとする。 

 

（３）夜間・休日等における対応 

各施設管理者及び防災計画であらかじめ指定された

職員等は、風水害等の発生を確認次第、安全を確保しつ

つ被害情報の収集に努める。 

風水害等により児童生徒等に被害が見込まれる場合

は、児童生徒等の安否及び所在の確認に努め、市災害対

策本部に対し安否情報を報告する。 

（４）施設の防備 

施設、設備等を災害から防護するため、定期的に安全点

検を行い、危険箇所あるいは要補修箇所の早期発見に努め

るとともに、これらの補修改善に努める。 

 

３ 応急教育の実施 

施設、設備等の被災又は児童生徒等のり災により通常の教

育保育を行えない場合の応急教育保育は、本計画による。 

（１）施設の確保、職員の確保(実施責任者) 

市立学校、市立学校以外の市の教育機関…市教育委員会 

市立保育施設…福祉子ども部 

私立施設…私立施設設置者 

（２）施設、設備等の応急対応 

被災施設の状況を速やかに把握し、関係機関との密接な

連絡の上、次の対策をとり、教育保育の低下をきたさない

ように努める。 

ア 施設の危険度判定を行う。 

イ 施設の被害が軽微なときは、速やかに応急修理を行

う。 
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ウ 校舎の被害が相当に大きく、全面的に使用不能で復旧

に長時間要する場合には、使用可能な学校施設、市民セ

ンター、その他民有施設の借上げ等により、仮校舎を設

置する。 

 

（３）教職員の確保 

教職員の人的被害が大きく、教育の実施に支障を来すと

きは、県教育委員会、市教育委員会との連携の下に、 学校

間の教職員の応援を図るとともに、非常勤講師等の任用な

どを行う。 

（４）激甚災害により、児童・生徒等が避難した場合は、教

職員の分担を定め、地域ごとの実情の把握に努め、避難

地への訪問等を実施して教育の確保に努める。 

 

４ 学用品の調達及び確保 

（１）給与の対象 

災害により住宅に被害を受け、学用品等を喪失し、又は

き損し、就学上支障をきたした児童生徒等に対し被害の実

情に応じ、教科書(教材を含む。)、文房具及び通学用品を

支給する。 

（２）給与の方法 

学用品の給与は、市長(災害救助法が適用された場合は

知事の委任による市長)が行う。 

 

５ り災児童生徒等の保健管理 

（１）り災児童生徒等の心の相談を行うため、保健室における

カウンセリング体制の確立を図る。 

（２）学校の設置者は応急処置器材を、各学校に整備し、養護

教諭等が応急措置に当たる。 

 

ウ 施設の被害が相当に大きく、全面的に使用不能で復旧

に長時間要する場合には、使用可能な施設、市民センタ

ー、その他民有施設の借上げ等により、仮施設を設置す

る。 

 

（３）職員の確保 

職員の人的被害が大きく、教育保育の実施に支障を来す

ときは、市、県教育委員会、市教育委員会との連携の下に、 

施設間の職員の応援を図るとともに、非常勤職員等の任用

などを行う。 

（４）激甚災害により、児童・生徒等が避難した場合は、職

員の分担を定め、地域ごとの実情の把握に努め、避難地

への訪問等を実施して教育保育の確保に努める。 

 

４ 学用品の調達及び確保（学校） 

（１）給与の対象 

災害により住宅に被害を受け、学用品等を喪失し、又は

き損し、就学上支障をきたした児童生徒等に対し被害の実

情に応じ、教科書(教材を含む。)、文房具及び通学用品を

支給する。 

（２）給与の方法 

学用品の給与は、市長(災害救助法が適用された場合は

知事の委任による市長)が行う。 

 

５ り災児童生徒等の保健管理（学校） 

（１）り災児童生徒等の心の相談を行うため、保健室における

カウンセリング体制の確立を図る。 

（２）学校の設置者は応急処置器材を、各学校に整備し、養護

教諭等が応急措置に当たる。 
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６ 教育施設の応急対策 

（１）施設等の被害状況の報告 

施設管理者は、災害の規模、児童生徒等、教職員及

び施設・設備の被害状況を速やかに把握し、教育委員

会に報告するものとする。教育委員会は、報告に基づ

き校舎等の管理に必要し、直ちに現場に派遣し教職員

等と協力して万全の体制を確立する。 

 

（２）施設の応急対策 

ア 校舎等の一部が使用できない場合は、特別教室、屋内

運動場等を利用し授業を行う。 

イ 応急修理のできる場合は、速やかに修理の上使用す

る。なお、上記事項については、関係機関が協議して定

めるものとし、その決定事項は、教職員、児童生徒及び

市民に周知するものとする。 

ウ 黒板、机、椅子その他施設で修理可能なものは応急修

理を行い、不足する場合は隣接の学校等の協力により措

置する。 

エ 状況を速やかに把握し、関係機関と密接に連絡の上、

被害地域の状況に応じて被害僅少の地域の学校施設、市

民センター、その他の施設を借り上げる。 

 

７ 給食の措置 

学校給食は、次のような事情を十分留意して、可能な限り

継続して実施する。 

（１）給食施設が被害を受け、自校炊飯が不可能な場合は、隣

接校等の協力により実施する。 

（２）災害救助のための炊き出しに学校給食施設を使用した場

合は、給食と炊き出しとの調整に十分留意する。 

 

６ 教育保育施設の応急対策 

（１）施設等の被害状況の報告 

施設管理者は、災害の規模、児童生徒等、教職員及び施

設・設備の被害状況を速やかに把握し、市及び教育委員会

に報告するものとする。市及び教育委員会は、報告に基づ

き施設の維持管理に必要な職員を確保し、直ちに現場に派

遣するとともに施設職員等と協力して万全の体制を確立

する。 

（２）施設の応急対策 

ア 施設の一部が使用できない場合は、特別教室、屋内運

動場等を利用し教育保育を行う。 

イ 応急修理のできる場合は、速やかに修理の上使用す

る。なお、上記事項については、関係機関が協議して定

めるものとし、その決定事項は、職員、児童生徒及び市

民に周知するものとする。 

ウ 施設設備や備品等で修理可能なものは応急修理を行

い、不足する場合は関係施設等の協力により措置する。 

エ 状況を速やかに把握し、関係機関と密接に連絡の上、

被害地域の状況に応じて被害僅少の地域の関係施設、市

民センター、その他の施設を借り上げる。 

 

 

７ 給食の措置 

給食は、次のような事情を十分留意して、可能な限り継続

して実施する。 

（１）給食施設が被害を受け、自校炊飯が不可能な場合は、近

隣施設等の協力により実施する。 

（２）災害救助のための炊き出しに給食施設を使用した場合

は、給食と炊き出しとの調整に十分留意する。 
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８ 災害救助法が適用された場合 

（１）学用品の調達及び確保 

イ 学用品の給与 

被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において

現物を持って行うこと。 

（ア）教科書 

（イ）文房具 

（ウ）通学用品 

教科書については、所要冊数を三重県教科書供給所

を通じて取り寄せて給与する。学用品等は最低必要数

を確保し、り災児童・生徒等に速やかに届ける。 

（２）給与の限度 

  

 

 

 

 

１０ 住民・地域が実施する対策 

（１）児童生徒の安全確保 

地域住民や区・自治会、自主防災組織等は、学校等と協

働し、地域全体で児童生徒等の安全確保に努める。 

 

（２）文化財の保護 

地域住民等は、文化財の被害を発見した場合には、所有

者又は関係機関等へ可能な範囲で連絡を行うとともに、危

険の及ばない範囲で被災文化財の保護活動に協力を行う。 

また、文化財の所有者等は、危険の及ばない範囲で文化

財の保護に努めるともに、教育委員会へ被害状況の報告を

行い、応急処置及び修理等についての指示を仰ぐ。 

 

８ 災害救助法が適用された場合（学校） 

（１）学用品の調達及び確保 

イ 学用品の給与 

被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において

現物を持って行うこと。 

（ア）教科書 

（イ）文房具 

（ウ）通学用品 

教科書については、所要冊数を三重県教科書供給所

を通じて取り寄せて給与する。学用品等は最低必要数

を確保し、り災児童・生徒等に速やかに届ける。 

（２）給与の限度 

 

 

 

 

 

１０ 住民・地域が実施する対策 

（１）児童生徒の安全確保 

地域住民や区・自治会、自主防災組織等は、学校・保育

施設等と協働し、地域全体で児童生徒等の安全確保に努め

る。 

（２）文化財の保護 

地域住民等は、文化財の被害を発見した場合には、所有

者又は関係機関等へ可能な範囲で連絡を行うとともに、危

険の及ばない範囲で被災文化財の保護活動に協力を行う。 

また、文化財の所有者等は、危険の及ばない範囲で文化

財の保護に努めるともに、教育委員会へ被害状況の報告を

行い、応急処置及び修理等についての指示を仰ぐ。 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第 ３ 章

第 32 節 

 

195 

第３２節 住宅応急対策（共通） 

第２項 実施責任 

危機管理室・福祉子ども部・都市整備部 

 

第３項 対  策 

４ 住宅の応急修理 

（１）対象者 

災害のため住家が半壊し、又は半焼し、当面の日常生活

が営み得ない状態であり、かつ、自らの資力では応急修理

をすることができない者 

（２）費用の限度 

「災害救助法による援助の程度･方法及び期間」早見表の

とおりとする。 

（３）期間 

災害発生の日から 1 か月以内とする。 

 

８ 災害救助法が適用された場合 

（１）災害救助法による応急仮設住宅の建設 

ア 設置場所 

市において決定する。 

イ 費用の基準 

１戸当り 29.7 平方メートル（9 坪）を基準とし、571 万

4 千円以内とする。 

（２）災害救助法による住宅の応急修理 

ア 費用の基準 

１世帯当り 595,000 円以内とする。 

エ 期間 

災害発生の日から１か月以内とする。 

 

第３２節 住宅応急対策（共通） 

第２項 実施責任 

危機管理室・総務部・福祉子ども部・都市整備部 

 

第３項 対  策 

４ 住宅の応急修理 

（１）対象者 

災害のため住家が半壊し、又は半焼し、当面の日常生活

が営み得ない状態であり、かつ、自らの資力では応急修理

をすることができない者 

（２）費用の限度 

「災害救助法による援助の程度･方法及び期間」早見表の

とおりとする。 

（３）期間 

災害発生の日から３か月以内とする。 

 

８ 災害救助法が適用された場合 

（１）災害救助法による応急仮設住宅の建設 

ア 設置場所 

市において決定する。 

イ 費用の基準 

１戸当り 29.7 平方メートル（9 坪）を基準とし、628 万

5 千円以内とする。 

（２）災害救助法による住宅の応急修理 

ア 費用の基準 

１世帯当り 739,000 円以内とする。 

エ 期間 

災害発生の日から３か月以内とする 

 

 

総務部を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法令の変更に伴

う修正 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 33節 

 第３３節 災害救助法の適用（共通） 第３３節 災害救助法の適用（共通） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害救助法の価

格の改定に伴う

修正 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 33

節 

   災害救助法の価

格の改定に伴う

修正 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 33

節 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



80 

 

章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第３章 

第 36 節 

 

209 

第３６節 避難時における避難行動要支援者対策（共通） 

第２項 実施責任 

危機管理室・地域環境部・福祉子ども部 

 

第３項 対策 

１ 避難行動要支援者への支援 

（１）避難行動要支援者 

避難行動要支援者については、災害発生時に適切な避難が

できるよう十分留意する必要があり、特に、以下の要件に該

当する者については、災害が発生し、又は災害が発生するお

それがある場合に自ら避難することが困難な者であって、そ

の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するこ

とから、避難行動要支援者として位置づけ、その情報の把握

と必要な支援対策を講ずる。 

【避難行動要支援者の要件】 

避難行動要支援者は、以下の要件に該当する者で、自ら避難

情報を入手し、避難することが困難で家族等の援護が望めない

者とする。 

①身体障害者手帳、肢体不自由１級・２級、視覚障害１級・２

級、聴覚障害２級を所持する者 

②精神障害者保健福祉手帳１級を所持する者 

③療育手帳Ａを所持する者 

④介護保険要介護３から５までの認定を受けている者 

⑤７０歳以上の高齢者のみの世帯に属する者 

⑥上記①～⑤に準ずる状態にある者 

（２）支援体制 

危機管理室、福祉子ども部、地域環境部等関係部局が連携

し、避難行動要支援者対策について、普及周知及び支援など

を行う。 

第３６節 避難時における避難行動要支援者対策（共通） 

第２項 実施責任 

危機管理室・地域環境部・福祉子ども部、産業部 

 

第３項 対策 

１ 避難行動要支援者への支援 

避難行動要支援者については、災害発生時に適切な避難がで

きるよう十分留意する必要があり、その情報の把握と必要な支

援対策を講ずるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）支援体制 

危機管理室、福祉子ども部、地域環境部等関係部局が連携

し、避難行動要支援者対策について、普及周知及び支援など

を行う。 

 

外国人雇用事業

主との連携が想

定されるため、

産業部を追記 

 

 

 

平素から準備す

べき事項を第３

章に転記 
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また、関係部局は、平常時の業務と関わりの深い避難支援

等関係者と必要な連絡調整を行う。 

（３）避難支援等関係者 

避難行動要支援者対策の実施に当たっては、地域づくり組

織、自主防災組織、消防団、民生委員、名張市社会福祉協議

会、名張警察署等と情報を共有し、連携を図りながら進める。 

（４）避難行動要支援者名簿の作成、更新及び管理 

ア 避難行動要支援者の情報収集 

関係部局は、名簿の作成に必要な限度で、その保有する避

難行動要支援者の氏名その他の避難行動要支援者に関する

情報を収集する。 

また、名簿の作成に必要があると認めるときは、法の規

定に基づき、知事その他の者に対し、保有する避難行動要

支援者に関する情報の提供を求める。 

イ 名簿の作成 

避難行動要支援者名簿には、対象者に関する次の情報を

掲載する。 

・氏名 

・生年月日 

・性別 

・住所又は居所 

・電話番号その他の連絡先 

・避難支援等を必要とする事由 

・前各号に掲げるもののほか、その他避難支援等の実施に

関し、市長が必要と認める事項 

（５）避難支援等関係者への名簿情報の提供 

ア 平常時における名簿情報の提供 

災害の発生に備え、名簿情報の提供を拒否する場合を除い

て、平時から避難支援等関係者に名簿情報を提供する。 

イ 災害発生時の名簿情報の提供 

また、関係部局は、平常時の業務と関わりの深い避難支援

等関係者と必要な連絡調整を行う 
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災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために

特に必要があると認めるときは、本人の同意の有無にかかわ

らず、名簿情報を避難支援等関係者のほか災害発生後に被災

地に派遣された自衛隊の部隊や警察からの応援部隊等に提供

する。 

（６）避難行動要支援者名簿の更新 

ア 関係部局は、その保有する避難行動要支援者の氏名その

他の避難行動要支援者に関する情報について、毎年更新を行

う。 

イ 市は、更新した名簿を、提供を行った避難支援等関係者

に送付する。 

（７）名簿情報の提供に際し情報漏えいを防止するための措置 

名簿の作成、管理並びに平常時及び災害発生時における名

簿の提供に際しては、個人情報保護法及び名張市個人情報保

護条例の規定に基づき、適切な情報の管理を行う。 

（８）避難行動要支援者が円滑に避難のための立ち退きを行うこ

とができるための通知又は警告の配慮 

避難支援等関係者が、名簿を活用して着実な情報伝達及び

早い段階での避難行動を促進できるよう、高齢者等避難及び

避難指示等の発令及び伝達に当たっては、以下のことに配慮

する。 

ア 避難行動要支援者にも分かりやすい言葉や表現、説明な

どにより一人一人に的確に伝達する。 

イ 同じ障害であっても、必要とする情報伝達の方法等は異

なることに留意する。 

ウ 高齢者や障害者のニーズにあった情報を選んで提供す

る。 

（９）避難支援者及び避難支援等関係者の安全確保 

市は、避難支援等関係者が避難行動要支援者の避難支援を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）避難行動要支援者が円滑に避難のための立ち退きを行うこ

とができるための通知又は警告の配慮 

避難支援等関係者が、名簿を活用して着実な情報伝達及び

早い段階での避難行動を促進できるよう、高齢者等避難及び

避難指示等の発令及び伝達に当たっては、以下のことに配慮

する。 

ア 避難行動要支援者にも分かりやすい言葉や表現、説明な

どにより一人一人に的確に伝達する。 

イ 同じ障害であっても、必要とする情報伝達の方法等は異

なることに留意する。 

ウ 高齢者や障害者のニーズにあった情報を選んで提供す

る。 

（３）避難支援者及び避難支援等関係者の安全確保 

市は、避難支援等関係者が避難行動要支援者の避難支援を
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行う際、避難支援等関係者等の安全確保に十分な配慮を行う

よう、あらかじめ様々な機会を通じて啓発に努める。 

（１０）避難行動要支援者の避難行動支援に係る計画 

ア 全体計画 

市は、平成２５年８月に国が定めた「避難行動要支援者の

避難行動支援に関する取組指針」に基づき、避難行動要支援

者に係る全体的な考え方を整理し、地域における共助による

避難支援、地域防災計画の下位計画として全体計画を定める。 

イ 個別計画 

全体計画に基づき、避難支援等関係者は避難行動要支援者

個々の避難計画を作成するものとし、市はその支援を行う。 

なお、個別計画の作成に当たっては、避難支援等関係者は

個人情報の取扱いについて十分配慮するものとする。 

 

２ 福祉施設に入所（通所）する避難行動要支援者への支援 

施設管理者は、施設入所者等の安全確保を図るため、次の

対策を進める。また、市及び関係機関は、必要に応じ、指導・

助言を行う等、その促進に努める。 

（１）施設・設備の安全確保対策 

ア 施設の耐震化 

イ 安全確保に必要な消防設備の整備 

 

７ 外国人支援 

外国人については、言語の違いから・・・中略・・国際交流関

係団体、ＮＰＯ等の協力を得て、多言語での情報提供、相談等の

実施に努める。 

（１）災害関連情報の広報 

イ 迅速かつ正確な情報提供できるよう名張市防災ほっとメ

ールの多言語版の導入について、関係機関と連携し検討す

る。 

行う際、避難支援等関係者等の安全確保に十分な配慮を行う

よう、あらかじめ様々な機会を通じて啓発に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 福祉施設に入所（通所）する要配慮者への支援 

施設管理者は、施設入所者等の安全確保を図るため、次の

対策を進める。また、市及び関係機関は、必要に応じ、指導・

助言を行う等、その促進に努める。 

（１）施設・設備の安全確保対策 

ア 施設の耐震化 

イ 安全確保に必要な消防設備の整備 

 

７ 外国人支援 

外国人については、言語の違いから・・・中略・・・国際交流

関係団体、ＮＰＯ等の協力を得て、多言語での情報提供、相談等

の実施に努める。 

（１）災害関連情報の広報 

イ 迅速かつ正確な情報提供できるよう関係機関と連携し検

討する。 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第４章 

第３節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 

第６節 
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第４章 災害復旧計画 

第３節 中小企業振興対策（共通） 

第３項 対  策 

（１）災害時に被災中小企業者のため、県雇用経済部中小企

業・サービス産業振興課に要請し、商工会議所等と協力

して、各種融資相談に応じる。また、必要に応じて現地

に融資相談所を設ける。 

（２）災害復旧資金については、県の金融制度の優先的な貸

出措置を講ずるほか、政府系中小企業金融機関(国民生活

金融公庫、中小企業金融公庫、商工組合中央金庫)への積

極的な融資紹介等を行う。 

 

 

第６節 激甚災害の指定（共通） 

[資料] 

激甚災害に係る財政援助措置の主な対象事業（激甚災害に対処する

ための特別の財政援助等に関する法律） 

２ 農林水産業に関する特別の助成 

（１）農地、農業用施設、林道の災害復旧事業等にかかる補助の

特別措置 

（２）農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 

（３）天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する

特例 

 

 

第４章 災害復旧計画 

第３節 中小企業振興対策（共通） 

第３項 対  策 

（１）災害時に被災中小企業者のため、県雇用経済部中小企

業・サービス産業振興課に要請し、商工会議所等と協力

して、各種融資相談に応じる。また、必要に応じて現地

に融資相談所を設ける。 

（２）災害復旧資金については、県の金融制度の優先的な貸

出措置を講ずるほか、政府系中小企業金融機関(日本政策

金融公庫、商工組合中央金庫)への積極的な融資紹介等

を行う。 

 

 

第６節 激甚災害の指定（共通） 

[資料] 

激甚災害に係る財政援助措置の主な対象事業（激甚災害に対処する

ための特別の財政援助等に関する法律） 

２ 農林水産業に関する特別の助成 

（１）農地、農業用施設、林道の災害復旧事業等にかかる補助の

特別措置 

（２）農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 

（３）天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する

特例 

（４）森林組合等の行なう堆積土砂の排除事業に対する補助 

（５）土地改良区等の行なう湛水排除事業に対する補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民生活金融公

庫等の解散のた

め削除 

 

 

 

 

 

 

 

激甚災害に対処

するための特別

の財政援助等に

関する法律の第

９条、第 10 条の

内容を追記 
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第５章 

第２節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章

第３節 

 

238 
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第５章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第２節 災害対策本部の設置 

第３項 対  策 

１ 災害対策本部の設置 

（３）配備基準 

市長は、本部長となり、各部の長に、次の区分に基づく職

員配備を指令する。 

各職員は、配備基準となる本市での地震の発生及び南海

トラフ臨時情報の発表がなされた場合には、各部の配備計

画に基づき自主的に参集することとする。その際、地震情

報は自主的に収集し、危機管理室や消防本部への問合せ等

を一切行わず参集することとする。 

県内及び相互応援協定締結都市において配備基準の地震

が発生し、職員配備をする場合には、職員向け安否参集確

認システム（ＡＳＫメール）にて連絡するものとする。 

 

第３節 南海トラフ地震臨時情報発表時の災害応急対策 

１ 情報収集及び伝達等 

（３）臨時情報（巨大地震警戒及び巨大地震注意等）の受理、

伝達、周知 

ウ 庁内における伝達は、勤務時間内においては、庁内放

送や電子メール等により行う。勤務時間外及び休日等に

ついては、各部で定める緊急連絡網、職員向け安否参集

確認システム（ＡＳＫメール）等により職員に伝達する。

なお、市域で震度５強以上の地震が発生している場合に

は自動参集となるため、伝達を待たず参集することとす

る。 

第５章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第２節 災害対策本部の設置 

第３項 対  策 

１ 災害対策本部の設置 

（３）配備基準 

市長は、本部長となり、各部の長に、次の区分に基づく職

員配備を指令する。 

各職員は、配備基準となる本市での地震の発生及び南海

トラフ臨時情報の発表がなされた場合には、各部の配備計

画に基づき自主的に参集することとする。その際、地震情

報は自主的に収集し、危機管理室や消防本部への問合せ等

を一切行わず参集することとする。 

県内及び相互応援協定締結都市において配備基準の地震

が発生し、職員配備をする場合には、市公式ＬＩＮＥにて

連絡するものとする。 

 

第３節 南海トラフ地震臨時情報発表時の災害応急対策 

１ 情報取集及び伝達等 

（３）臨時情報（巨大地震警戒及び巨大地震注意等）の受理、

伝達、周知 

ウ 庁内における伝達は、勤務時間内においては、庁内放

送や電子メール等により行う。勤務時間外及び休日等に

ついては、各部で定める緊急連絡網、市公式ＬＩＮＥ等

により職員に伝達する。なお、市域で震度５強以上の地

震が発生している場合には自動参集となるため、伝達を

待たず参集することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ASK メールのサ

ービス終了に伴

う修正 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第５章 

第３節 

 

240 

３ 児童生徒等の安全対策 

（１）児童生徒等の安全対策については、原則として次のとおり

取り扱うものとする。 

ア 児童生徒等が在学中に臨時情報巨大地震警戒又は巨大地

震注意が発表された場合には、授業・部活等を中止し、あ

らかじめ定められた方法に基づき速やかに帰宅するよう指

導する。 

イ 児童生徒等が、登下校途中に臨時情報巨大地震警戒又は

巨大地震注意が発表された場合には、あらかじめ定められ

た方法に基づき速やかに帰宅するよう指導する。 

ウ 児童生徒等が、在宅中に臨時情報巨大地震警戒又は巨大

地震注意が発表された場合には、休校とし、児童生徒等は

登校させない。 

 

３ 児童生徒等の安全対策 

（１）児童生徒等の安全対策については、原則として次のとおり取

り扱うものとする。 

ア 臨時情報「巨大地震警戒」が発表された場合 

（ア） 児童生徒等が在学中に発表された場合には、授業・部活

等を中止し、あらかじめ定められた方法に基づき速やかに帰

宅するよう指導する。 

（イ） 児童生徒等が、登下校途中に発表された場合には、あら

かじめ定められた方法に基づき速やかに帰宅するよう指導す

る。 

（ウ） 児童生徒等が、在宅中に発表された場合には、休校とし、

児童生徒等は登校させない。 

イ 臨時情報「巨大地震注意」が発表された場合 

（ア） 児童生徒等が在学中に発表された場合には、注意対応を

とりながら学校活動は継続する。ただし、発生した地震に

よる被害や地震関連情報等の状況に応じて、あらかじめ定

められた方法に基づき帰宅するよう指導する。 

（イ） 児童生徒等が、登下校途中に発表された場合には、注意

対応をとりながら通常どおりの登下校とする。ただし、発

生した地震による被害や地震関連情報等の状況に応じてあ

らかじめ定められた方法に基づき帰宅するよう指導する。 

（ウ） 児童生徒等が、在宅中に発表された場合には、注意対応

をとりながら通常どおりの登校とする。ただし、発生した

地震による被害や地震関連情報等の状況に応じて、自宅待

機とする。 

 

表記全面見直し 

三重県教育委員

会が令和７年３

月 に 策 定 し た

「学校における

防災の手引き」

及び各市内小中

学校で作成して

いる「南海トラ

フ地震に関連す

る情報発表時の

対応」との整合 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

第５章 

第４節 

245 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 関係者との連携協力の確保 

第３項 対  策 

１ 資機材、人員等の配備手配 

（１）物資等の調達手配 

 地震発生後に行う災害応急対策に必要な食料や飲料

及び生活必需品等の物資、資機材等の調達、手配につい

ては、第３章第25節「給水活動」、26節「食料供給活動」

第26節「生活必需品等供給活動」のとおり実施するもの

とする。 

（２）人員の配置 

 災害応急対策や被災者救護等のため、市の人員が不足

する場合には、第３章第２節「災害対策要員の確保」の

とおり実施するものとする。 

 

第４節 関係者との連携協力の確保 

第３項 対  策 

１ 資機材、人員等の配備手配 

（１）物資等の調達手配 

 地震発生後に行う災害応急対策に必要な食料や飲料

及び生活必需品等の物資、資機材等の調達、手配につい

ては、第３章第25節「給水活動」、26節「食料供給活動」

第27節「生活必需品等供給活動」のとおり実施するもの

とする。 

（２）人員の配置 

 災害応急対策や被災者救護等のため、市の人員が不足

する場合には、第３章第２節「災害対策要員の確保」の

とおり実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

 

第２章 

第４節 

 

261 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名張市水防計画 

第２章 水防組織 

第４節 通信連絡系統 

１国土交通大臣の指定する河川に関する通信連絡系統 

 

名張市水防計画 

第２章 水防組織 

第４節 通信連絡系統 

１国土交通大臣の指定する河川に関する通信連絡系統 

 

 

 

 

   

 

   

 

 

 

組織名称の変更 
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第４章 

第２節 

 

267 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 水防活動 

第２節 消防機関の活動 

  洪水に際し、水害を警戒し、及びこれに因る被害を軽減し、も

って、公共の安全を保持するため、 

  水防法第 16 条の規定による水防警報を受けたときから洪水に

よる危 

  険が除去するまでの間、この計画に基づいて活動するものとす

る。 

 

第４章 水防活動 

第２節 消防機関の活動 

  洪水に際し、水害を警戒し、及びこれに因る被害を軽減し、も

って、公共の安全を保持するため、 

  水防法第 16 条の規定による水防警報を受けたときから洪水に

よる危険が除去するまでの間、この計画に基づいて活動するも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

段ずれの修正 
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第２節 

 

267 

   

表記の変更 
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章・節 頁 現計画 修正案 理由 

第４章 

第２節 

269 第４章 水防活動 

第２節 消防機関の活動 

４ 名張川排水樋門の操作等 

 ( 1）名張川排水樋門は、名張川の洪水により瀬古口、夏見地区へ

の逆流を防止し又は瀬古口、夏見地区の水位を下げ、もって

災害の発生を防止することを目的とし、緊急を要する場合

を除き、木津川 

   上流河川事務所長の要請により、下記の樋門の操作に当たる

ものとする。 

    一、瀬古口排水第一樋門 

    二、瀬古口排水第二樋門 

    三、瀬古口排水第三樋門 

 

第４章 水防活動 

第２節 消防機関の活動 

４ 名張川排水樋門の操作等 

 ( 1） 名張川排水樋門は、名張川の洪水により瀬古口、夏見地区

への逆流を防止し又は瀬古口、夏見地区の水位を下げ、も

って災害の発生を防止することを目的とし、緊急を要する

場合を除き、木津川 

   上流河川事務所長の要請により、下記の樋門の操作に当たる

ものとする。 

    一、瀬古口排水第一樋門 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除 
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